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条　　　　　例

　 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

　 　 令 和 二 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号

　 　 　 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 題 名 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 　 　 特 別 職 の 非 常 勤 の 職 員 等 の 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 に 関 す る 条 例

　 第 一 条 中 ﹁ 特 別 職 の ﹂ を ﹁ 地 方 自 治 法 ︵ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ︶ 第 二 百 三 条 の 二 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 特 別 職 及

び 一 般 職 の 非 常 勤 の ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 員 ﹂ を ﹁ 非 常 勤 の 職 員 ﹂ に 、 ﹁ 給 与 及 び 報 酬 ﹂ を ﹁ 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 ﹂ に 、 ﹁ 給

与 等 ﹂ を ﹁ 報 酬 等 ﹂ に 、 ﹁ 並 び に 費 用 弁 償 ﹂ を ﹁ の 額 並 び に そ の 支 給 方 法 ﹂ に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 五

 

　 地 方 公 務 員 法 ︵ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 。 以 下 ﹁ 法 ﹂ と い う 。 ︶ 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 職 員

　 　 ︵ 以 下 ﹁ 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ﹂ と い う 。 ︶

　 第 二 条 を 削 る 。

　 第 三 条 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 第 一 項 中 ﹁ 監 査 委 員 ﹂ を ﹁ 非 常 勤 の 職 員 の 報 酬 の 額 は 、 監 査 委 員 ﹂ に 、﹁ 第 一 条 第 四 号 ﹂ を ﹁ 前

条 第 四 号 ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 員 に は 、 報 酬 を 別 表 第 二 の と お り 支 給 す る も の ﹂ を ﹁ 職 員 に あ つ て は 別 表 第 一 、 会 計 年 度 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 に あ つ て は 別 表 第 二 の と お り ﹂ に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 ﹁ 別 表 第 二 に 掲 げ る 特 別 職 員 ﹂ を ﹁ 別 表 第 一 に 規 定 す る 職

員 ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 員 を 任 命 し た ﹂ を ﹁ 前 条 第 四 号 に 掲 げ る 職 員 を 任 用 す る 場 合 そ の 他 特 別 の 事 情 が あ る と 認 め る ﹂ に 、 ﹁ 別 表

第 二 ﹂ を ﹁ 別 表 第 一 ﹂ に 改 め 、 同 条 第 三 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

３ 　 第 一 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 管 理 者 は 、 職 務 の 性 質 そ の 他 の 理 由 に よ り 別 表 第 二 に 定 め る 報 酬 の 額 に よ り 難 い 前 条 第 五

号 に 掲 げ る 職 員 を 任 用 す る 場 合 に は 、 勤 務 一 時 間 当 た り 四 千 三 百 四 十 八 円 を 超 え な い 範 囲 内 で 、 報 酬 の 額 を 定 め る こ と が

で き る 。

　 第 三 条 を 第 二 条 と し 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て ﹁ ︵ 報 酬 の 額 ︶ ﹂ を 付 し 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

第� 三 条 　 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に は 、 前 条 に 定 め る 報 酬 に 加 え 、 給 与 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 五

号 ︶ 第 十 条 の 二 、 第 十 一 条 の 二 、 第 十 二 条 及 び 第 十 四 条 か ら 第 十 七 条 ま で に 規 定 す る 手 当 に 相 当 す る 報 酬 を 支 給 す る 。 た

だ し 、 任 命 権 者 が 定 め る 者 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

２ 　 前 項 の 規 定 に よ り 支 給 す る 報 酬 の 額 は 、 同 項 に 掲 げ る そ れ ぞ れ の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 の 正 規 の 勤 務 時 間 及 び 手 当 の

額 並 び に 当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 正 規 の 勤 務 時 間 を 考 慮 し て 、 管 理 者 が 定 め る 。

　 第 四 条 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

第� 四 条 　 月 の 初 日 以 外 の 日 に 非 常 勤 の 職 員 ︵ 報 酬 を 月 額 に よ り 定 め る 者 に 限 る 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ︶ と な つ た 者 に は 、

そ の 日 か ら 報 酬 を 支 給 す る 。

２ 　 非 常 勤 の 職 員 が 退 職 し た と き は そ の 日 ま で 、 死 亡 し た と き は そ の 月 の 末 日 ま で 報 酬 を 支 給 す る 。

３ 　 前 二 項 の 規 定 に よ り 報 酬 を 支 給 す る 場 合 に お け る 報 酬 の 支 給 額 は 、 そ の 月 の 現 日 数 か ら 勤 務 時 間 を 割 り 振 ら な い 日 の 日

数 を 差 し 引 い た 日 数 を 基 礎 と し て 日 割 に よ つ て 計 算 す る 。

　 第 四 条 の 二 を 削 る 。

　 第 六 条 を 第 十 一 条 と す る 。

　 第 五 条 第 一 項 中 ﹁ 特 別 職 員 ︵ 専 任 副 管 理 者 を 除 く 。 ︶ ﹂ を ﹁ 非 常 勤 の 職 員 ﹂ に 改 め 、 ﹁ と き は ﹂ の 下 に ﹁ 、 そ の 旅 行 に つ い
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て ﹂ を 加 え 、 同 条 第 二 項 中 ﹁ 別 表 第 二 及 び 別 表 第 三 ﹂ を ﹁ 別 表 第 一 か ら 別 表 第 三 ま で ﹂ に 改 め 、 同 項 た だ し 書 を 削 り 、 同 条

第 三 項 中 ﹁ 第 三 条 第 三 項 ﹂ を ﹁ 第 二 条 第 二 項 ﹂ に 改 め 、 ﹁ 第 一 項 の ﹂ を 削 り 、 同 項 を 同 条 第 五 項 と し 、 同 条 第 二 項 の 次 に 次

の 二 項 を 加 え 、 同 条 を 第 六 条 と す る 。

３ 　
前 二 項 に 定 め る も の の ほ か 、 職 務 を 行 う た め に 必 要 な 費 用 と し て 、 非 常 勤 の 職 員 に 対 し て 、 給 与 条 例 第 十 一 条 に 規 定 す

る 手 当 に 相 当 す る 費 用 弁 償 を 支 給 す る こ と が で き る 。

４ 　
前 項 の 費 用 弁 償 の 額 は 、 給 与 条 例 第 十 一 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 職 員 の 一 箇 月 当 た り の 通 勤 所 要 回 数 及 び 手 当 の 額 並 び

に 当 該 非 常 勤 の 職 員 の 一 箇 月 当 た り の 通 勤 所 要 回 数 を 考 慮 し て 、 管 理 者 が 定 め る 。

　
第 四 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　
︵ 報 酬 の 減 額 ︶

第�� 五 条 　
会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 が 勤 務 し な い と き は 、 そ の 勤 務 し な い こ と に つ い て 特 に 承 認 が あ つ た 場 合 ︵ 管 理 者 が

定 め る 場 合 を 除 く 。 ︶ を 除 く ほ か 、 管 理 者 が 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 勤 務 し な い 期 間 に つ き 報 酬 を 減 額 す る も の と す る 。

　
第 六 条 の 次 に 次 の 四 条 を 加 え る 。

　
︵ 期 末 手 当 ︶

第� 七 条 　
会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ︵ 管 理 者 が 定 め る 者 に 限 る 。 ︶ に は 、 期 末 手 当 を 支 給 す る 。

２ 　
前 項 の 規 定 に よ り 支 給 す る 期 末 手 当 の 額 は 、 給 与 条 例 第 二 十 一 条 、 第 二 十 一 条 の 四 及 び 第 二 十 一 条 の 五 の 規 定 を 準 用 し

て 算 定 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 給 与 条 例 第 二 十 一 条 第 五 項 中 ﹁ 給 料 及 び 扶 養 手 当 の 月 額 並 び に こ れ ら に 対 す る 地 域 手 当 ﹂

と あ る の は 、 ﹁ 報 酬 ︵ 特 別 職 の 非 常 勤 の 職 員 等 の 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理

組 合 条 例 第 十 号 ︶ 第 二 条 に 規 定 す る 報 酬 に 限 る 。 ︶ 及 び こ れ に 対 す る 地 域 手 当 に 相 当 す る 報 酬 ﹂ と 読 み 替 え る も の と す る 。

　
︵ 報 酬 等 の 支 払 ︶

第� 八 条 　
こ の 条 例 に 基 づ く 報 酬 等 は 、 現 金 で 支 払 う も の と す る 。 た だ し 、 非 常 勤 の 職 員 か ら 申 出 が あ つ た と き は 、 報 酬 等 の

全 部 又 は 一 部 を 口 座 振 替 の 方 法 に よ り 支 払 う こ と が で き る 。

２ 　
報 酬 の 計 算 期 間 ︵ 以 下 ﹁ 報 酬 期 間 ﹂ と い う 。 ︶ 及 び 報 酬 期 間 ご と の 報 酬 の 支 給 額 並 び に 報 酬 等 の 支 給 日 は 、 管 理 者 が 定

め る 。

　
︵ 災 害 補 償 と の 関 係 ︶

第� 九 条 　 公 務 上 負 傷 し 、 若 し く は 疾 病 に か か り 、 又 は 通 勤 ︵ 地 方 公 務 員 災 害 補 償 法 ︵ 昭 和 四 十 二 年 法 律 第 百 二 十 一 号 ︶ 第 二

条 第 二 項 に 規 定 す る 通 勤 を い う 。 ︶ に よ り 負 傷 し 、 若 し く は 疾 病 に か か り 、 療 養 の た め 勤 務 す る こ と が で き な い 非 常 勤 の

職 員 に は 、 そ の 勤 務 す る こ と が で き な い 期 間 中 、 期 末 手 当 を 除 き 、 こ の 条 例 に 定 め る 報 酬 及 び 費 用 弁 償 ︵ 給 与 条 例 第 十 一

条 に 規 定 す る 手 当 に 相 当 す る 費 用 弁 償 に 限 る 。 ︶ は 支 給 し な い 。

　 ︵ 報 酬 及 び 期 末 手 当 か ら の 控 除 ︶

第� 十 条 　 非 常 勤 の 職 員 に 報 酬 及 び 期 末 手 当 を 支 給 す る 際 、 そ の 報 酬 及 び 期 末 手 当 か ら 控 除 し て 支 払 う こ と の で き る も の は 、

別 に 法 律 及 び 条 例 で 定 め る も の を 除 き 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。

　 一

 

　 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 ︵ 昭 和 三 十 七 年 法 律 第 百 五 十 二 号 ︶ に 基 づ き 設 立 さ れ た 名 古 屋 市 職 員 共 済 組 合 に 対 す る 貯 金

で 、 毎 月 引 き 続 き 一 定 の 額 に よ り 預 入 れ を す る も の

　 二

 

　 法 に 基 づ き 愛 知 県 人 事 委 員 会 の 登 録 を 受 け た 職 員 団 体 が そ の 団 体 の 運 営 の た め の 経 費 と し て そ の 構 成 員 で あ る 非 常 勤

の 職 員 か ら 徴 収 す る 金 額

　 三 　 丸 八 信 用 組 合 に 対 す る 預 貯 金 又 は 貸 付 金 の 月 賦 弁 済 金 及 び 利 息

　 四 　 前 三 号 に 規 定 す る も の の ほ か 、 報 酬 及 び 期 末 手 当 か ら 控 除 す る 必 要 が あ る も の と 認 め て 管 理 者 が 定 め る も の

　 付 則 第 一 項 に 見 出 し と し て ﹁ ︵ 施 行 期 日 ︶ ﹂ を 付 す る 。

　 付 則 第 二 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 ︵ 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 報 酬 の 額 の 特 例 ︶

２ 　 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の う ち 、 管 理 者 が 定 め る 勤 務 一 時 間 当 た り の 報 酬 額 が 当 該 職 員 に 適 用 さ れ る 最 低 賃 金 法 ︵ 昭

和 三 十 四 年 法 律 第 百 三 十 七 号 ︶ 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 地 域 別 最 低 賃 金 の 額 に 達 し な い 者 の 報 酬 の 額 は 、 当 分 の 間 、 第 二

条 及 び 別 表 第 二 の 規 定 に か か わ ら ず 、 管 理 者 が 定 め る 額 と す る 。

　 付 則 第 三 項 か ら 第 五 項 ま で を 削 る 。

　 別 表 第 一 を 削 る 。

　 別 表 第 二 中 ﹁ 第 三 条 及 び 第 五 条 ﹂ を ﹁ 第 二 条 、 第 六 条 ﹂ に 改 め 、 同 表 を 別 表 第 一 と し 、 同 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

別 表 第 二 ︵ 第 二 条 、 第 六 条 関 係 ︶

区 分 報 酬 の 額 旅 費 の 額

企 画 調 整 等 又 は 組 織 管 理 運 営 を 伴

う 補 助 的 業 務 を 行 う 者

当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員

が 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 一 号

の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の と し た

場 合 に お い て 決 定 さ れ る 号 給 の 給

料 月 額 に 、 当 該 会 計 年 度 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 の 正 規 の 勤 務 時 間 を 常

時 勤 務 を 要 す る 職 員 の 正 規 の 勤 務

時 間 で 除 し て 得 た 数 ︵ 以 下 ﹁ 算 出

率 ﹂ と い う 。 ︶ を 乗 じ て 得 た 額 ︵ そ

の 額 に 百 円 未 満 の 端 数 が あ る と き

は 、 そ の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 。 以

下 同 じ 。 ︶

給 与 条 例 に 定 め る 行 政 職 給 料 表 の

職 務 の 級 が 二 級 に 相 当 す る と し て 、

旅 費 条 例 の 規 定 を 準 用 し て 算 定 し

た 額

住 民 対 応 業 務 等 の 補 助 的 業 務 又 は 当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 給 与 条 例 に 定 め る 行 政 職 給 料 表 の
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別 表 第 三 中 ﹁ 第 五 条 ﹂ を ﹁ 第 六 条 ﹂ に 改 め 、 ﹁ ︵ 専 任 副 管 理 者 を 除 く 。 ︶ ﹂ を 削 る 。

　 　 　 附 　 則

　 ︵ 施 行 期 日 等 ︶

１ 　 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 ︵ 以 下 ﹁ 施 行 日 ﹂ と い う 。 ︶ か ら 施 行 し 、 附 則 第 八 項 ︵ 給 与 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組

合 条 例 第 五 号 ︶ 第 十 八 条 第 七 項 の 改 正 規 定 、 第 二 十 一 条 第 一 項 及 び 第 五 項 の 改 正 規 定 、 第 二 十 一 条 の 二 第 一 項 の 改 正 規 定

並 び に 第 二 十 一 条 の 四 第 一 項 第 二 号 の 改 正 規 定 に 限 る 。 ︶ の 規 定 に よ る 改 正 後 の 給 与 条 例 の 規 定 及 び 附 則 第 十 七 項 ︵ 職 員

の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ︶ 第 十 四 条 第 一 項 第 二 号 の 改 正 規 定 に 限 る 。 ︶ の 規 定

に よ る 改 正 後 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 規 定 は 、 令 和 元 年 十 二 月 十 四 日 か ら 適 用 す る 。

　 ︵ 経 過 措 置 ︶

２ 　 施 行 日 か ら 令 和 五 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 ︵ 以 下 ﹁ 特 定 期 間 ﹂ と い う 。 ︶ に お け る 地 方 公 務 員 法 ︵ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第

二 百 六 十 一 号 。 以 下 ﹁ 法 ﹂ と い う 。 ︶ 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 職 員 ︵ 以 下 ﹁ 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ﹂

と い う 。 ︶ ︵ こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 特 別 職 の 非 常 勤 の 職 員 等 の 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 に 関 す る 条 例 ︵ 以 下 ﹁ 改 正 後

の 条 例 ﹂ と い う 。 ︶ 別 表 第 二 に 掲 げ る 簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者 そ の 他 任 命 権 者 が 定 め る 者 を 除 く 。 ︶ の 報 酬 ︵ 改 正 後 の 条

例 第 二 条 に 規 定 す る 報 酬 に 限 る 。 ︶ の 額 に つ い て は 、 改 正 後 の 条 例 第 二 条 及 び 別 表 第 二 の 規 定 に か か わ ら ず 、 こ れ ら の 規

定 に よ り 定 め ら れ る 額 に 、 報 酬 ︵ 改 正 後 の 条 例 第 二 条 に 規 定 す る 報 酬 に 限 る 。 ︶ 及 び こ れ に 対 す る 地 域 手 当 に 相 当 す る 報

酬 に 附 則 第 九 項 の 基 礎 額 に 乗 じ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 を 十 二 で 除 し て 得 た 額 ︵ そ の 額 に 百 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ

の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 ︶ を 加 算 し た 額 と す る 。 た だ し 、 改 正 後 の 条 例 第 三 条 に 規 定 す る 報 酬 ︵ 附 則 第 八 項 の 規 定 に よ る 改

正 後 の 給 与 条 例 ︵ 以 下 ﹁ 改 正 後 の 給 与 条 例 ﹂ と い う 。 ︶ 第 十 四 条 か ら 第 十 六 条 ま で に 規 定 す る 手 当 に 相 当 す る 報 酬 を 除 く 。 ︶

及 び 改 正 後 の 条 例 第 七 条 に 規 定 す る 期 末 手 当 の 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 報 酬 の 額 は 、 改 正 後 の 条 例 第 二 条 及 び 別 表 第 二 の 規

定 に よ り 定 め ら れ る 額 と す る 。

３ 　 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ︵ 改 正 後 の 条 例 別 表 第 二 に 掲 げ る 簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者 そ の 他 任 命 権 者 が 定 め る 者 を

除 く 。 ︶ に 対 す る 令 和 二 年 六 月 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に お け る 改 正 後 の 条 例 第 七 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

同 項 中 ﹁ 第 二 十 一 条 第 五 項 中 ﹂ と あ る の は 、 ﹁ 第 二 十 一 条 第 三 項 中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と あ る の は ﹁ 百 分 の 百 ﹂ と 、 同 条 第

五 項 中 ﹂ と す る 。

４ 　 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ︵ 改 正 後 の 条 例 別 表 第 二 に 掲 げ る 簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者 そ の 他 任 命 権 者 が 定 め る 者 に

限 る 。 ︶ に は 、 改 正 後 の 条 例 第 七 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 令 和 二 年 六 月 の 期 末 手 当 を 支 給 し な い 。

５ 　 前 項 の 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に 対 す る 改 正 後 の 条 例 第 七 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 ﹁ 第 二 十 一 条

第 五 項 中 ﹂ と あ る の は 、 令 和 二 年 十 二 月 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に あ っ て は ﹁ 第 二 十 一 条 第 三 項 中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と

あ る の は ﹁ 百 分 の 三 十 九 ﹂ と 、 同 条 第 五 項 中 ﹂ と 、 令 和 三 年 度 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に あ っ て は ﹁ 第 二 十 一 条 第 三 項

中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と あ る の は ﹁ 百 分 の 七 十 八 ﹂ と 、 同 条 第 五 項 中 ﹂ と 、 令 和 四 年 度 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に あ っ て

は ﹁ 第 二 十 一 条 第 三 項 中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と あ る の は ﹁ 百 分 の 百 四 ﹂ と 、 同 条 第 五 項 中 ﹂ と す る 。

６ 　 常 時 勤 務 を 要 す る 職 員 ︵ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 を 除 く 。 ︶ を 退 職 し 、

引 き 続 き 職 員 ︵ 管 理 者 が 定 め る 者 に 限 る 。 ︶ と し て 在 職 し た 後 、 引 き 続 い て 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ︵ 管 理 者 が 定 め

る 者 に 限 る 。 ︶ と な っ た 者 に 対 す る 令 和 二 年 六 月 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に お け る 改 正 後 の 条 例 第 七 条 第 二 項 に お い て

準 用 す る 給 与 条 例 第 二 十 一 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 ﹁ 基 準 日 以 前 六 箇 月 以 内 の 期 間 ﹂ と あ る の は 、 ﹁ 基

準 日 以 前 六 箇 月 以 内 の 期 間 及 び 常 時 勤 務 を 要 す る 職 員 ︵ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ

れ る 職 員 を 除 く 。 ︶ を 退 職 し た 日 の う ち 最 も 遅 い 日 の 属 す る 年 度 の 十 二 月 二 日 か ら 翌 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 期 間 ﹂ と す る 。

　 ︵ 委 任 ︶

７ 　 前 五 項 及 び 附 則 第 九 項 か ら 第 十 四 項 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 管 理 者 が 定 め る 。

　 ︵ 給 与 条 例 の 一 部 改 正 ︶

専 門 資 格 を 要 す る 補 助 的 業 務 を 行

う 者

が 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 二 号

の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の と し た

場 合 に お い て 決 定 さ れ る 号 給 の 給

料 月 額 に 、 算 出 率 を 乗 じ て 得 た 額

職 務 の 級 が 一 級 に 相 当 す る と し て 、

旅 費 条 例 の 規 定 を 準 用 し て 算 定 し

た 額

内 部 事 務 等 の 補 助 的 業 務 を 行 う 者 当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員

が 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 三 号

の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の と し た

場 合 に お い て 決 定 さ れ る 号 給 の 給

料 月 額 に 、 算 出 率 を 乗 じ て 得 た 額

給 与 条 例 に 定 め る 行 政 職 給 料 表 の

職 務 の 級 が 一 級 に 相 当 す る と し て 、

旅 費 条 例 の 規 定 を 準 用 し て 算 定 し

た 額

技 能 労 務 業 務 の 補 助 的 業 務 を 行 う

者

当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員

が 給 与 条 例 第 六 条 第 十 二 項 第 一 号

の 規 定 の 適 用 を 受 け る も の と し た

場 合 に お い て 決 定 さ れ る 号 給 の 給

料 月 額 に 、 算 出 率 を 乗 じ て 得 た 額

給 与 条 例 に 定 め る 行 政 職 給 料 表 の

職 務 の 級 が 一 級 に 相 当 す る と し て 、

旅 費 条 例 の 規 定 を 準 用 し て 算 定 し

た 額

簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者 当 該 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員

が 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 四 号

又 は 同 条 第 十 二 項 第 二 号 の 規 定 の

適 用 を 受 け る も の と し た 場 合 に お

い て 決 定 さ れ る 号 給 の 給 料 月 額 に 、

算 出 率 を 乗 じ て 得 た 額

給 与 条 例 に 定 め る 行 政 職 給 料 表 の

職 務 の 級 が 一 級 に 相 当 す る と し て 、

旅 費 条 例 の 規 定 を 準 用 し て 算 定 し

た 額
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８
　
給 与 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　
第 五 条 第 二 項 中 ﹁ ︵ 第 二 十 二 条 に 規 定 す る 職 員 以 外 の 職 員 を い う 。 ︶ ﹂ を 削 る 。

　

 

　
第 六 条 第 十 項 中 ﹁ 十 分 の 八 ﹂ を ﹁ 当 該 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 正 規 の 勤 務 時 間 を 常 時 勤 務 を 要 す る 職 員 の 正 規 の 勤 務 時

間 で 除 し て 得 た 数 ﹂ に 改 め 、 同 条 第 十 一 項 を 同 条 第 十 三 項 と し 、 同 条 第 十 項 の 次 に 次 の 二 項 を 加 え る 。
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新 た に 法 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 ︵ 以 下 ﹁ 会 計 年 度 任 用 職 員 ﹂ と い う 。 ︶ と な つ た 者 ︵ 次 項 に 規 定

す る 者 を 除 く 。 ︶ の 号 給 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 額 の 直 近 上 位 の 額 の 号 給 ︵ 第 四

号 に 掲 げ る 職 員 に あ つ て は 、 同 号 に 掲 げ る 号 給 ︶ を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 、 管 理 者 が 定 め る 基 準 に 従 い 決 定 す る 。

　 　
一
　
企 画 調 整 等 又 は 組 織 管 理 運 営 を 伴 う 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
二 十 二 万 四 千 三 百 十 円

　 　
二
　
住 民 対 応 業 務 等 の 補 助 的 業 務 又 は 専 門 資 格 を 要 す る 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
二 十 一 万 七 百 五 十 円

　 　
三
　
内 部 事 務 等 の 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
十 八 万 六 千 九 百 八 十 円

　 　
四
　
簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
十 三 号 給

　
12

 
　
技 能 労 務 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 の う ち 、 新 た に 会 計 年 度 任 用 職 員 と な つ た 者 の 号 給 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員

の 区 分 に 応 じ て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 額 の 直 近 上 位 の 額 の 号 給 ︵ 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 に あ つ て は 、 同 号 に 掲 げ る 号 給 ︶ を

超 え な い 範 囲 内 に お い て 、 管 理 者 が 定 め る 基 準 に 従 い 決 定 す る 。

　 　
一
　
技 能 労 務 業 務 の 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
十 七 万 三 千 五 百 八 十 三 円

　 　
二
　
簡 易 な 補 助 的 業 務 を 行 う 者
　
一 号 給

　

 

　
第 十 三 条 第 一 項 中 ﹁ 定 め る 場 合 ﹂ の 下 に ﹁ ︵ 会 計 年 度 任 用 職 員 に あ つ て は 、 管 理 者 が 定 め る 場 合 ︶ ﹂ を 加 え る 。

　

 

　
第 十 八 条 第 七 項 中 ﹁ 、 若 し く は 法 第 十 六 条 第 一 号 に 該 当 し て 法 第 二 十 八 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 失 職 し ﹂ を 削 る 。

　

 

　
第 二 十 一 条 第 一 項 中 ﹁ 、 若 し く は 法 第 十 六 条 第 一 号 に 該 当 し て 法 第 二 十 八 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 失 職 し ﹂ を 削 り 、 同 条

第 五 項 中 ﹁ 、 若 し く は 失 職 し ﹂ を 削 る 。

　 　
第 二 十 一 条 の 二 第 一 項 中 ﹁ 、 若 し く は 法 第 十 六 条 第 一 号 に 該 当 し て 法 第 二 十 八 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 失 職 し ﹂ を 削 る 。

　

 

　
第 二 十 一 条 の 四 第 一 項 第 二 号 中 ﹁ ︵ 法 第 十 六 条 第 一 号 に 該 当 し て 失 職 し た 職 員 を 除 く 。 ︶ ﹂ を 削 り 、 同 項 第 三 号 及 び 第 四

号 中 ﹁ 禁 錮
こ

﹂ を ﹁ 禁 錮 ﹂ に 改 め る 。

　 　
第 二 十 一 条 の 七 第 一 項 を 同 条 第 二 項 と し 、 同 項 の 前 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 　

 

　 第 六 条 第 四 項 か ら 第 七 項 ま で 、 第 八 条 の 二 か ら 第 十 条 ま で 、 第 十 条 の 三 、 第 十 一 条 の 三 、 第 十 七 条 の 三 、 第 十 八 条 、

第 二 十 一 条 、 第 二 十 一 条 の 二 及 び 前 条 の 規 定 は 、 会 計 年 度 任 用 職 員 ︵ 第 二 十 一 条 の 規 定 に あ つ て は 、 会 計 年 度 任 用 職 員

の う ち 管 理 者 が 定 め る 者 に 限 る 。 ︶ に は 適 用 し な い 。

　 　 第 二 十 二 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 第 二 十 二 条 　 削 除

　 　 附 則 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

　 ７

 

　 再 任 用 職 員 ︵ 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ︶ の 給 料 月 額 は 、 第 五 条 、 第 六 条 及 び 別 表 第 二 の 規 定 に か か

わ ら ず 、 当 分 の 間 、 こ れ ら の 規 定 の 適 用 に よ り 定 め ら れ る 額 か ら 当 該 額 に 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各

号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 ︵ そ の 額 に 一 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て た 額 ︶ を 減 じ た 額 と す る 。 た

だ し 、 こ の 条 例 に 規 定 す る 手 当 の 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 給 料 月 額 及 び 一 時 間 当 た り の 給 与 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 給 料 月

額 ︵ 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 減 額 す る 場 合 の そ の 算 定 の 基 礎 と な る も の を 除 く 。 ︶ は 、 第 五 条 、 第 六 条 及 び 別 表 第 二 の 規

定 に よ り 定 め ら れ る 額 と す る 。

　 　 一 　 再 任 用 職 員 で そ の 職 務 の 級 が 九 級 で あ る も の 　 千 分 の 三 百 四

　 　 二 　 再 任 用 職 員 で そ の 職 務 の 級 が 八 級 で あ る も の 　 千 分 の 百 八 十 六

　 　 三 　 再 任 用 職 員 で そ の 職 務 の 級 が 七 級 で あ る も の ︵ 第 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 管 理 職 手 当 を 支 給 さ れ る 者 に 限 る 。 ︶

　 　 　 　 千 分 の 百 二 十 一

　 ８

 

　 職 員 の う ち 、 第 十 九 条 に 規 定 す る 一 時 間 当 た り の 給 与 額 が 当 該 職 員 に 適 用 さ れ る 最 低 賃 金 法 ︵ 昭 和 三 十 四 年 法 律 第

百 三 十 七 号 ︶ 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 地 域 別 最 低 賃 金 の 額 に 達 し な い 者 の 給 料 月 額 は 、 当 分 の 間 、 第 五 条 及 び 第 六 条 の

規 定 に か か わ ら ず 、 管 理 者 が 定 め る 額 と す る 。

　 ︵ 給 与 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ︶

９ 　 特 定 期 間 に お け る 法 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 ︵ 以 下 ﹁ 会 計 年 度 任 用 職 員 ﹂ と い う 。 ︶ ︵ 改 正 後 の 給 与 条

例 第 六 条 第 十 一 項 第 四 号 又 は 同 条 第 十 二 項 第 二 号 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 そ の 他 任 命 権 者 が 定 め る 者 を 除 く 。 ︶ の 給 料 の

月 額 に つ い て は 、 当 該 会 計 年 度 任 用 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 給 料 月 額 に か か わ ら ず 、 当 該 給 料 月 額 に 、 基 礎 額 ︵ こ の 項

の 規 定 を 適 用 す る 前 の 当 該 会 計 年 度 任 用 職 員 が 受 け る べ き 給 料 及 び こ れ に 対 す る 地 域 手 当 の 月 額 の 合 計 額 を い う 。 ︶ に 百

分 の 百 九 十 ︵ 施 行 日 か ら 令 和 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に あ っ て は 、 百 分 の 二 百 二 十 ︶ を 乗 じ て 得 た 額 を 十 二 で 除 し て 得

た 額 ︵ そ の 額 に 百 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 ︶ を 加 算 し た 額 と す る 。 た だ し 、 改 正 後 の 給 与 条

例 に 規 定 す る 手 当 ︵ 改 正 後 の 給 与 条 例 第 十 四 条 か ら 第 十 六 条 ま で に 規 定 す る 手 当 を 除 く 。 ︶ 及 び 退 職 手 当 の 額 の 算 定 の 基

礎 と な る 給 料 の 月 額 は 、 当 該 会 計 年 度 任 用 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 の 給 料 月 額 に よ り 定 め ら れ る 額 と す る 。
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　 会 計 年 度 任 用 職 員 ︵ 改 正 後 の 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 四 号 又 は 同 条 第 十 二 項 第 二 号 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 そ の 他 任

命 権 者 が 定 め る 者 を 除 く 。 ︶ に 対 す る 令 和 二 年 六 月 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に お け る 改 正 後 の 給 与 条 例 第 二 十 一 条 第 三

項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と あ る の は 、 ﹁ 百 分 の 百 ﹂ と す る 。
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　 会 計 年 度 任 用 職 員 ︵ 改 正 後 の 給 与 条 例 第 六 条 第 十 一 項 第 四 号 又 は 同 条 第 十 二 項 第 二 号 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 そ の 他 任

命 権 者 が 定 め る 者 に 限 る 。 ︶ に は 、 改 正 後 の 給 与 条 例 第 二 十 一 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 令 和 二 年 六 月 の 期 末 手 当 を 支 給 し

な い 。
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　 前 項 の 会 計 年 度 任 用 職 員 に 対 す る 改 正 後 の 給 与 条 例 第 二 十 一 条 第 三 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 ﹁ 百 分 の

百 三 十 ﹂ と あ る の は 、 令 和 二 年 十 二 月 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に あ っ て は ﹁ 百 分 の 三 十 九 ﹂ と 、 令 和 三 年 度 に 期 末 手 当

を 支 給 す る 場 合 に あ っ て は ﹁ 百 分 の 七 十 八 ﹂ と 、 令 和 四 年 度 に 期 末 手 当 を 支 給 す る 場 合 に あ っ て は ﹁ 百 分 の 百 四 ﹂ と す る 。
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　 常 時 勤 務 を 要 す る 職 員 ︵ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 を 除 く 。 ︶ を 退 職 し 、

引 き 続 き 職 員 ︵ 管 理 者 が 定 め る 者 に 限 る 。 ︶ と し て 在 職 し た 後 、 引 き 続 い て 法 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 、 第 二 十 八 条 の 五 第
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一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 六 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 と な っ た 者 に 対 す る 令 和 二 年 六 月 に 期 末 手 当

及 び 勤 勉 手 当 を 支 給 す る 場 合 に お け る 改 正 後 の 給 与 条 例 第 二 十 一 条 第 二 項 及 び 第 二 十 一 条 の 二 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い

て は 、 こ れ ら の 規 定 中 ﹁ 基 準 日 以 前 六 箇 月 以 内 の 期 間 ﹂ と あ る の は 、 ﹁ 基 準 日 以 前 六 箇 月 以 内 の 期 間 及 び 常 時 勤 務 を 要 す

る 職 員 ︵ 臨 時 的 に 任 用 さ れ る 職 員 そ の 他 の 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 を 除 く 。 ︶ を 退 職 し た 日 の う ち 最 も 遅

い 日 の 属 す る 年 度 の 十 二 月 二 日 か ら 翌 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 期 間 ﹂ と す る 。
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被 用 者 年 金 制 度 の 一 元 化 等 を 図 る た め の 厚 生 年 金 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 ︵ 平 成 二 十 四 年 法 律 第 六 十 三 号 ︶ 第 三

条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 ︵ 昭 和 三 十 七 年 法 律 第 百 五 十 二 号 ︶ 附 則 第 十 九 条 ︵ 同 法 附 則 第 十 九 条 の

二 の 規 定 に よ り 読 み 替 え る 場 合 を 含 む 。 ︶ に 規 定 す る 退 職 共 済 年 金 を 支 給 す る 年 齢 に 達 し た 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度 以 後

の 期 間 に お け る 職 員 に 対 す る こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 給 与 条 例 附 則 第 七 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 第 一 号 中 ﹁ 千 分

の 三 百 四 ﹂ と あ る の は ﹁ 千 分 の 二 百 四 十 三 ﹂ と 、 同 項 第 二 号 中 ﹁ 千 分 の 百 八 十 六 ﹂ と あ る の は ﹁ 百 分 の 十 二 ﹂ と 、 同 項 第

三 号 中 ﹁ 千 分 の 百 二 十 一 ﹂ と あ る の は ﹁ 千 分 の 五 十 二 ﹂ と す る 。

　
︵ 旅 費 条 例 の 一 部 改 正 ︶
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旅 費 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 六 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　
第 二 十 四 条 中 ﹁ 給 与 条 例 第 二 十 二 条 に 規 定 す る 職 員 及 び ﹂ を 削 り 、 ﹁ 、 管 理 者 ﹂ を ﹁ 管 理 者 ﹂ に 改 め る 。

　
︵ 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶
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勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 七 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　
第 二 条 第 一 項 中 ﹁ 四 十 時 間 を 超 え ず 三 十 八 時 間 四 十 五 分 を 下 ら な い 範 囲 内 に お い て 、 管 理 者 が 定 め る ﹂ を ﹁ 三 十 八 時 間

四 十 五 分 と す る ﹂ に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 ﹁ 三 十 二 時 間 を 超 え ず 三 十 一 時 間 を 下 ら な い ﹂ を ﹁ 十 五 時 間 三 十 分 か ら 三 十 一 時

間 ま で の ﹂ に 改 め る 。

　 　
第 四 条 第 一 項 中 ﹁ 場 合 は 、 ﹂ を ﹁ 場 合 は 少 な く と も ﹂ に 改 め る 。

　 　
第 五 条 中 ﹁ 第 二 条 第 三 項 ﹂ を ﹁ 第 二 条 第 一 項 若 し く は 第 三 項 ﹂ に 改 め る 。

　 　
第 十 二 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　
第� 十 二 条 　
職 員 ︵ 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 を 除 く 。 ︶ の 年 次 休 暇 は 、 一 年 度 に つ き 二 十 日 と す る 。 た だ し 、 年 度 の 中 途 に お

い て 新 た に 職 員 と な り 、 又 は 任 期 が 満 了 す る こ と に よ り 退 職 す る こ と と な る 者 の そ の 年 度 の 年 次 休 暇 は 、 次 の と お り と

す る 。

　 ２

 

　 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 年 次 休 暇 は 、 そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 一 年 度 に つ き 二 十 日 を 超 え な い 範 囲 内 で 規 則 で

定 め る 日 数 と す る 。

　

 

　 第 十 三 条 第 一 項 中 ﹁ 年 次 ﹂ を ﹁ 年 度 ﹂ に 改 め 、 同 条 第 二 項 を 削 り 、 同 条 第 三 項 中 ﹁ 第 一 項 ﹂ を ﹁ 前 項 ﹂ に 、 ﹁ 一 の 年 次 ﹂

を ﹁ 当 該 年 度 ﹂ に 、 ﹁ そ の 年 次 ﹂ を ﹁ そ の 年 度 ﹂ に 改 め 、 ﹁ あ る ﹂ の 下 に ﹁ 場 合 に お い て 、 そ の 年 度 か ら 継 続 し て そ の 次 の

年 度 も 在 職 す る ﹂ を 加 え 、 ﹁ 次 の 年 次 ﹂ を ﹁ 次 の 年 度 ﹂ に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 二 項 と し 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 ３

 

　 前 条 及 び 前 二 項 の 規 定 に よ る 年 次 休 暇 の 日 数 が 労 働 基 準 法 ︵ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 四 十 九 号 ︶ 第 三 十 九 条 の 規 定 に よ る

年 次 有 給 休 暇 の 日 数 に 達 し な い と き は 、 当 該 年 次 有 給 休 暇 の 日 数 を 、 そ の 者 の 年 次 休 暇 の 日 数 と す る 。

　 　 第 十 五 条 第 二 項 中 ﹁ 一 年 ﹂ を ﹁ 一 年 度 ﹂ に 改 め 、 ﹁ 年 次 及 び ﹂ 及 び ﹁ 及 び 第 二 項 ﹂ を 削 る 。

　 　 第 十 七 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 　 ︵ 非 常 勤 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 ︶

　 第

� 十 七 条 　 非 常 勤 職 員 ︵ 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 を 除 く 。 ︶ の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に つ い て は 、 第 二 条 か ら 前 条 ま で の 規 定 に

か か わ ら ず 、 そ の 職 務 の 性 質 等 を 考 慮 し て 、 規 則 の 定 め る 基 準 に 従 い 、 任 命 権 者 が 定 め る 。

　 ︵ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶
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　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　 第 一 条 中 ﹁ ︵ 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 号 ︶ 第 四 条 の 二 に 規 定 す る

そ の 者 の 当 該 年 度 に お け る 在 職 期 間 日 数

一 月 に 達 す る ま で の 期 間 二 日

一 月 を 超 え 二 月 に 達 す る ま で の 期 間 三 日

二 月 を 超 え 三 月 に 達 す る ま で の 期 間 六 日

三 月 を 超 え 四 月 に 達 す る ま で の 期 間 七 日

四 月 を 超 え 五 月 に 達 す る ま で の 期 間 八 日

五 月 を 超 え 六 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 一 日

六 月 を 超 え 七 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 二 日

七 月 を 超 え 八 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 三 日

八 月 を 超 え 九 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 六 日

九 月 を 超 え 十 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 七 日

十 月 を 超 え 十 一 月 に 達 す る ま で の 期 間 十 八 日

十 一 月 を 超 え 一 年 未 満 の 期 間 二 十 日
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職 員 及 び 地 方 公 務 員 法 ︵ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ︶ 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 、 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 又 は 第 二 十 八

条 の 六 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ︶ ﹂ を 削 る 。

　

 

　
第 二 条 第 一 項 中 ﹁ 職 員 ﹂ を ﹁ 前 条 に 規 定 す る 職 員 の う ち 常 時 勤 務 に 服 す る こ と を 要 す る 者 ︵ 専 任 副 管 理 者 の 給 与 に 関 す

る 条 例 ︵ 令 和 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 三 号 ︶ 第 一 条 に 規 定 す る 専 任 副 管 理 者 及 び 地 方 公 務 員 法 ︵ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第

二 百 六 十 一 号 ︶ 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 、 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 六 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採

用 さ れ た 者 を 除 く 。 第 三 項 を 除 き 、 以 下 ﹁ 職 員 ﹂ と い う 。) ﹂ に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　
３ 　
前 条 に 規 定 す る 職 員 の う ち 常 時 勤 務 に 服 す る こ と を 要 し な い 者 で あ つ て 、 職 員 ︵ 第 一 項 に 規 定 す る 職 員 を い う 。 以 下

こ の 項 に お い て 同 じ 。 ︶ に つ い て 定 め ら れ て い る 勤 務 時 間 以 上 勤 務 し た 日 ︵ 法 令 又 は 条 例 若 し く は こ れ に 基 づ く 規 則 の

規 定 に よ り 、 勤 務 を 要 し な い こ と と さ れ 、 又 は 休 暇 を 与 え ら れ た 日 を 含 む 。 ︶ が 十 八 日 以 上 あ る 月 が 引 き 続 い て 十 二 月

を 超 え る に 至 つ た 者 で 、 そ の 超 え る に 至 つ た 日 以 後 引 き 続 き 当 該 勤 務 時 間 に よ り 勤 務 す る こ と と さ れ て い る も の は 、 職

員 と み な し て 、 こ の 条 例 ︵ 第 五 条 第 一 項 中 公 務 上 の 傷 病 又 は 死 亡 に よ り 退 職 し た 者 に 係 る 部 分 以 外 の 部 分 を 除 く 。 ︶ の

規 定 を 適 用 す る 。

　

 

　
第 七 条 第 五 項 中 第 一 号 を 削 り 、 第 二 号 を 第 一 号 と し 、 第 三 号 を 第 二 号 と し 、 第 四 号 を 第 三 号 と し 、 同 条 第 六 項 中 ﹁ 前 項

第 二 号 又 は 第 三 号 ﹂ を ﹁ 前 項 第 一 号 又 は 第 二 号 ﹂ に 、 ﹁ 同 項 第 四 号 ﹂ を ﹁ 同 項 第 三 号 ﹂ に 改 め 、 同 条 の 次 に 次 の 見 出 し 及

び 二 条 を 加 え る 。

　 　
︵ 勤 続 期 間 の 計 算 の 特 例 ︶

　
第� 七 条 の 二 　
次 の 各 号 に 掲 げ る 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 算 定 の 基 礎 と な る 勤 続 期 間 の 計 算 に つ い て は 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 期

間 は 、 前 条 第 一 項 に 規 定 す る 職 員 と し て の 引 き 続 い た 在 職 期 間 と み な す 。

　 　
一 　
第 二 条 第 三 項 に 規 定 す る 者
　
そ の 者 の 同 項 に 規 定 す る 勤 務 し た 月 が 引 き 続 い て 十 二 月 を 超 え る に 至 る ま で の そ の 引

き 続 い て 勤 務 し た 期 間

　 　
二 　
第 二 条 第 三 項 に 規 定 す る 者 以 外 の 常 時 勤 務 に 服 す る こ と を 要 し な い 者 の う ち 、 同 項 に 規 定 す る 勤 務 し た 月 が 引 き 続

い て 十 二 月 を 超 え る に 至 る ま で の 間 に 引 き 続 い て 職 員 と な り 、 通 算 し て 十 二 月 を 超 え る 期 間 勤 務 し た 者
　
そ の 職 員 と

な る 前 の 引 き 続 い て 勤 務 し た 期 間

　
第� 七 条 の 三 　 第 七 条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 と し て の 引 き 続 く 在 職 期 間 に は 、 第 二 条 第 三 項 に 規 定 す る 者 に 相 当 す る 第 七

条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 と し て の 引 き 続 い た 在 職 期 間 を 含 む も の と す る 。

　 ２

 

　 前 条 の 規 定 は 、 第 七 条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 に 対 す る 退 職 手 当 の 算 定 の 基 礎 と な る 勤 続 期 間 の 計 算 に つ い て 準 用 す

る 。

　 　 第 十 四 条 第 一 項 第 二 号 中 ﹁ ︵ 同 法 第 十 六 条 第 一 号 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ︶ ﹂ を 削 る 。

　 　 第 二 十 一 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 第 二 十 一 条 　 削 除

　 　 附 則 第 二 項 中 ﹁ ま で ﹂ の 下 に ﹁ 及 び 前 項 ﹂ を 加 え 、 同 項 を 附 則 第 三 項 と し 、 附 則 第 一 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 ２

 

　 当 分 の 間 、 第 二 条 第 三 項 に 規 定 す る 者 以 外 の 常 時 勤 務 に 服 す る こ と を 要 し な い 者 の う ち 、 同 項 に 規 定 す る 勤 務 し た 月

が 引 き 続 い て 六 月 を 超 え る に 至 つ た 者 に つ い て は 、 同 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 そ の 者 に 対 す る 第 三 条 、 第 五 条 及 び 第 五 条 の 二 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 の 基 本 額 は 、 こ れ ら の 規

定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 基 本 額 の 百 分 の 五 十 に 相 当 す る 金 額 と す る 。

　 　 別 表 第 一 備 考 第 一 項 中 ﹁ 者 ﹂ の 下 に ﹁ そ の 他 管 理 者 が 定 め る 者 ﹂ を 加 え る 。

　 ︵ 職 員 の 懲 戒 の 手 続 及 び 効 果 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

18
 

　 職 員 の 懲 戒 の 手 続 及 び 効 果 等 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 六 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 一 条 中 ﹁ 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ﹂ の 下 に ﹁ 。 以 下 ﹁ 法 ﹂ と い う 。 ﹂ を 加 え る 。

　 　 第 二 条 中 ﹁ 地 方 公 務 員 法 ﹂ を ﹁ 法 ﹂ に 改 め る 。

　

 

　 第 五 条 中 ﹁ 合 計 額 ﹂ の 下 に ﹁ ︵ 法 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 一 号 に 掲 げ る 職 員 ︵ 以 下 ﹁ 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 ﹂ と

い う 。 ︶ に あ つ て は 、 報 酬 ︵ 特 別 職 の 非 常 勤 の 職 員 等 の 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋

港 管 理 組 合 条 例 第 十 号 ︶ 第 三 条 に 規 定 す る 報 酬 に あ つ て は 、 給 与 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 五 号 ︶ 第 十

条 の 二 に 規 定 す る 手 当 に 相 当 す る 報 酬 に 限 る 。 ︶ の 額 ︶ ﹂ を 加 え る 。

　 　 第 六 条 第 三 項 中 ﹁ 給 与 ﹂ の 下 に ﹁ ︵ 会 計 年 度 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 に あ つ て は 、 報 酬 、 費 用 弁 償 及 び 期 末 手 当 ︶ ﹂ を 加 え る 。

　 ︵ 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

19  

　 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 四 十 三 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 四 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。

　 　 第 五 条 第 一 項 第 二 号 中 ﹁ も し く は ﹂ を ﹁ 若 し く は ﹂ に 、 ﹁ ま た は ﹂ を ﹁ 又 は ﹂ に 改 め 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 　 四 　 給 料 を 支 給 さ れ る 職 員 　 法 第 二 条 第 四 項 の 規 定 に 準 じ て 計 算 し た 額

　 　 第 五 条 第 二 項 中 ﹁ お よ び ﹂ を ﹁ 及 び ﹂ に 、 ﹁ も し く は 第 三 号 ﹂ を ﹁ か ら 第 四 号 ま で ﹂ に 改 め る 。

　 ︵ 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ︶

20
 

　 前 項 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 第 五 条 第 一 項 第 四 号 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 発

生 し た 事 故 に 起 因 す る 公 務 上 の 災 害 又 は 通 勤 に よ る 災 害 に 係 る 補 償 に つ い て 適 用 す る 。

　 ︵ 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

21  

　 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 四 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　 第 二 条 中 ﹁ に 規 定 す る ﹂ を ﹁ の ﹂ に 改 め 、 第 三 号 を 第 四 号 と し 、 第 二 号 を 第 三 号 と し 、 第 一 号 を 第 二 号 と し 、 同 条 に 第

一 号 と し て 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 　 一

 

　 職 員 の 自 己 啓 発 等 休 業 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 二 十 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 四 号 ︶ 第 八 条 第 一 号 の 規 定 に よ り 任 期

を 定 め て 採 用 さ れ た 職 員

　 　 第 二 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 　 五 　 次 の い ず れ か に 該 当 す る 非 常 勤 職 員 以 外 の 非 常 勤 職 員

　 　 　 イ 　 次 の い ず れ に も 該 当 す る 非 常 勤 職 員
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⑴
　
任 命 権 者 を 同 じ く す る 職 ︵ 以 下 ﹁ 特 定 職 ﹂ と い う 。 ︶ に 引 き 続 き 在 職 し た 期 間 が 一 年 以 上 で あ る 非 常 勤 職 員

　 　 　 　
⑵ 　
そ の 養 育 す る 子 ︵ 法 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 子 を い う 。 以 下 同 じ 。 ︶ が 一 歳 六 箇 月 に 達 す る 日 ︵ 以 下 ﹁ 一 歳 六

箇 月 到 達 日 ﹂ と い う 。 ︶ ︵ 第 二 条 の 四 の 規 定 に 該 当 す る 場 合 に あ っ て は 、 二 歳 に 達 す る 日 ︶ ま で に 、 そ の 任 期 ︵ 任

期 が 更 新 さ れ る 場 合 に あ っ て は 、 更 新 後 の も の ︶ が 満 了 す る こ と 及 び 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ な い こ と が 明 ら

か で な い 非 常 勤 職 員

　 　 　 　
⑶
　
勤 務 日 の 日 数 を 考 慮 し て 管 理 者 が 定 め る 非 常 勤 職 員

　 　 　
ロ 　
第 二 条 の 三 第 三 号 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 す る 非 常 勤 職 員 ︵ そ の 養 育 す る 子 が 一 歳 に 達 す る 日 ︵ 以 下 ﹁ 一 歳 到 達 日 ﹂

と い う 。 ︶ ︵ 当 該 子 に つ い て 当 該 非 常 勤 職 員 が す る 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た 日 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 後 で あ る

場 合 に あ っ て は 、 当 該 末 日 と さ れ た 日 ︶ に お い て 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 に 限 る 。 ︶

　 　 　
ハ 　
そ の 任 期 の 末 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 で あ っ て 、 当 該 育 児 休 業 に 係 る 子

に つ い て 、 当 該 任 期 が 更 新 さ れ 、 又 は 当 該 任 期 の 満 了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ る こ と に 伴 い 、 当 該 任 期 の 末

日 の 翌 日 又 は 当 該 引 き 続 き 採 用 さ れ る こ と と な る 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る も の

　 　
第 二 条 の 三 を 第 二 条 の 五 と し 、 第 二 条 の 二 の 次 に 次 の 二 条 を 加 え る 。

　 　
︵ 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 日 ︶

　
第 二 条 の 三
　
法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 日 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 日 と す る 。

　 　
一
　
次 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合
　
非 常 勤 職 員 の 養 育 す る 子 の 一 歳 到 達 日

　 　
二 　
非 常 勤 職 員 の 配 偶 者 ︵ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る 者 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ︶ が 当 該 非 常 勤 職

員 の 養 育 す る 子 の 一 歳 到 達 日 以 前 の い ず れ か の 日 に お い て 当 該 子 を 養 育 す る た め に 法 そ の 他 の 法 律 の 規 定 に よ る 育 児

休 業 ︵ 以 下 ﹁ 地 方 等 育 児 休 業 ﹂ と い う 。 ︶ を し て い る 場 合 に お い て 、 当 該 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 に つ い て 育 児 休 業 を し

よ う と す る と き ︵ 当 該 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と さ れ た 日 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 の 翌 日 後 で あ る と き 又 は 当 該 地 方 等 育

児 休 業 の 期 間 の 初 日 前 で あ る と き を 除 く 。 ︶  当 該 育 児 休 業 に 係 る 子 が 一 歳 二 箇 月 に 達 す る 日 ︵ 当 該 日 が 当 該 育 児 休 業

の 期 間 の 初 日 と さ れ た 日 か ら 起 算 し て 育 児 休 業 等 可 能 日 数 ︵ 当 該 子 の 出 生 し た 日 か ら 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 ま で の 日 数

を い う 。 ︶ か ら 育 児 休 業 等 取 得 日 数 ︵ 当 該 子 の 出 生 し た 日 以 後 当 該 非 常 勤 職 員 が 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 ︵ 昭

和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 七 号 ︶ 第 十 四 条 第 二 号 の 規 定 に よ る 特 別 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 を 受 け る こ と に よ り

勤 務 し な か っ た 日 数 と 当 該 子 に つ い て 育 児 休 業 を し た 日 数 を 合 算 し た 日 数 を い う 。 ︶ を 差 し 引 い た 日 数 を 経 過 す る 日

よ り 後 の 日 で あ る と き は 、 当 該 経 過 す る 日 ︶

　 　 三

 

　 一 歳 か ら 一 歳 六 箇 月 に 達 す る ま で の 子 を 養 育 す る た め 、 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 ︵ 当 該 子 を 養 育 す る 非 常

勤 職 員 が 前 号 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 し て す る 育 児 休 業 又 は 当 該 非 常 勤 職 員 の 配 偶 者 が 同 号 に 掲 げ る 場 合 若 し く は こ れ に

相 当 す る 場 合 に 該 当 し て す る 地 方 等 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た 日 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 後 で あ る と き に あ っ て

は 、 当 該 末 日 と さ れ た 日 ︵ 当 該 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た 日 と 当 該 地 方 等 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た 日 が 異

な る と き は 、 そ の い ず れ か の 日 ︶ ︶ の 翌 日 ︵ 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 後 の 期 間 に お い て こ の 号 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 し て そ

の 任 期 の 末 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 で あ っ て 、 当 該 任 期 が 更 新 さ れ 、 又 は 当

該 任 期 の 満 了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ る も の に あ っ て は 、 当 該 任 期 の 末 日 の 翌 日 又 は 当 該 引 き 続 き 採 用 さ れ る

こ と と な る 日 ︶ を 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る 場 合 の い ず れ に も

該 当 す る と き 　 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日

　 　 　 イ

 

　 当 該 子 に つ い て 、 当 該 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 ︵ 当 該 非 常 勤 職 員 が す る 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た

日 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 後 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 末 日 と さ れ た 日 ︶ に お い て 育 児 休 業 を し て い る と き 又 は 当

該 非 常 勤 職 員 の 配 偶 者 が 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 ︵ 当 該 配 偶 者 が す る 地 方 等 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と さ れ た 日 が 当 該 子

の 一 歳 到 達 日 後 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 末 日 と さ れ た 日 ︶ に お い て 地 方 等 育 児 休 業 を し て い る と き

　 　 　 ロ

 

　 当 該 子 の 一 歳 到 達 日 後 の 期 間 に つ い て 育 児 休 業 を す る こ と が 継 続 的 な 勤 務 の た め に 特 に 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 と

し て 管 理 者 が 定 め る 場 合 に 該 当 す る と き

　 　 ︵ 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 ︶

　 第

� 二 条 の 四 　 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 は 、 一 歳 六 箇 月 か ら 二 歳 に 達 す る ま で の 子 を 養 育 す る た め 、 非 常 勤 職 員

が 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日 の 翌 日 ︵ 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日 後 の 期 間 に お い て こ の 条 の 規 定 に 該 当 し て そ の 任 期 の

末 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 で あ っ て 、 当 該 任 期 が 更 新 さ れ 、 又 は 当 該 任 期 の 満

了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ る も の に あ っ て は 、 当 該 任 期 の 末 日 の 翌 日 又 は 当 該 引 き 続 き 採 用 さ れ る こ と と な る 日 ︶

を 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、 次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 す る と き と す る 。

　 　 一

 

　 当 該 子 に つ い て 、 当 該 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日 に お い て 育 児 休 業 を し て い る と き 又 は 当 該 非 常 勤 職

員 の 配 偶 者 が 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日 に お い て 地 方 等 育 児 休 業 を し て い る と き

　 　 二

 

　 当 該 子 の 一 歳 六 箇 月 到 達 日 後 の 期 間 に つ い て 育 児 休 業 を す る こ と が 継 続 的 な 勤 務 の た め に 特 に 必 要 と 認 め ら れ る 場

合 と し て 管 理 者 が 定 め る 場 合 に 該 当 す る と き

　 　 第 三 条 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

　 　 七 　 第 二 条 の 三 第 三 号 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 す る こ と 又 は 第 二 条 の 四 の 規 定 に 該 当 す る こ と 。

　 　 八

 

　 そ の 任 期 の 末 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員 が 、 当 該 育 児 休 業 に 係 る 子 に つ い て 、

当 該 任 期 が 更 新 さ れ 、 又 は 当 該 任 期 の 満 了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ る こ と に 伴 い 、 当 該 任 期 の 末 日 の 翌 日 又 は

当 該 引 き 続 き 採 用 さ れ る こ と と な る 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る こ と 。

　

 

　 第 五 条 の 三 第 二 項 中 ﹁ い る 職 員 ﹂ の 下 に ﹁ ︵ 地 方 公 務 員 法 ︵ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ︶ 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項

各 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ︶ ﹂ を 加 え る 。

　 　 第 六 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 　 ︵ 部 分 休 業 を す る こ と が で き な い 職 員 ︶

　 第

� 六 条 　 法 第 十 九 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 職 員 は 、 次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 す る 非 常 勤 職 員 以 外 の 非 常 勤 職 員 ︵ 地 方 公

務 員 法 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 職 員 を 除 く 。 ︶ と す る 。

　 　 一 　 特 定 職 に 引 き 続 き 在 職 し た 期 間 が 一 年 以 上 で あ る 非 常 勤 職 員
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二
　
勤 務 日 の 日 数 及 び 勤 務 日 ご と の 勤 務 時 間 を 考 慮 し て 管 理 者 が 定 め る 非 常 勤 職 員

　 　
第 七 条 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 に 見 出 し と し て ﹁ ︵ 部 分 休 業 の 承 認 ︶ ﹂ を 付 す る 。

　 　
第 八 条 に 見 出 し と し て ﹁ ︵ 部 分 休 業 の 承 認 の 取 消 事 由 ︶ ﹂ を 付 す る 。

　
︵ 職 員 の 再 任 用 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

22  

　
職 員 の 再 任 用 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 十 三 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 三 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　
第 一 条 中 ﹁ 第 二 十 八 条 の 四 第 二 項 ﹂ を ﹁ 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 、 同 条 第 二 項 ﹂ に 改 め 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 　
︵ 定 年 退 職 者 に 準 ず る 者 ︶

　
第� 一 条 の 二 　
法 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 定 年 退 職 日 以 前 に 退 職 し た 者 の う ち 勤 続 期 間 等 を 考 慮 し て 法 第 二 十 八 条

の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 退 職 し た 者 又 は 法 第 二 十 八 条 の 三 の 規 定 に よ り 勤 務 し た 後 退 職 し た 者 に 準 じ て 再 任 用 す る こ と

が で き る も の は 、 次 に 掲 げ る 者 と す る 。

　 　
一 　
二 十 五 年 以 上 勤 続 し て 退 職 し た 者 で あ っ て 当 該 退 職 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る 日 ま で の 間 に あ る も の

　 　
二
　
前 号 に 該 当 す る 者 と し て 再 任 用 さ れ た こ と が あ る 者 ︵ 同 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ︶

　
︵ 公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

23
　
公 益 的 法 人 等 へ の 職 員 の 派 遣 等 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 十 四 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 一 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　
第 二 条 第 二 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 ﹁ に 規 定 す る ﹂ を ﹁ の ﹂ に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 ﹁ 第 二 十 二 条 第 一 項 ﹂ を ﹁ 第 二 十 二

条 ﹂ に 改 め る 。

　

 

　
第 十 条 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 ﹁ に 規 定 す る ﹂ を ﹁ の ﹂ に 改 め 、 同 条 第 三 号 中 ﹁ 第 二 十 二 条 第 一 項 ﹂ を ﹁ 第 二 十 二 条 ﹂ に

改 め る 。

　
︵ 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

24  

　
一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 十 五 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 六 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　
第 一 条 中 ﹁ 第 二 項 ﹂ の 下 に ﹁ 、 第 四 条 ﹂ を 加 え る 。

　 　
第 二 条 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て ﹁ ︵ 任 期 を 定 め た 採 用 ︶ ﹂ を 付 し 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　
第� 二 条 の 二 　
任 命 権 者 は 、 職 員 を 次 の 各 号 に 掲 げ る 業 務 の い ず れ か に 期 間 を 限 っ て 従 事 さ せ る こ と が 公 務 の 能 率 的 運 営 を

確 保 す る た め に 必 要 で あ る 場 合 に は 、 職 員 を 任 期 を 定 め て 採 用 す る こ と が で き る 。

　 　 一 　 一 定 の 期 間 内 に 終 了 す る こ と が 見 込 ま れ る 業 務

　 　 二 　 一 定 の 期 間 内 に 限 り 業 務 量 の 増 加 が 見 込 ま れ る 業 務

　 ２

 

　 任 命 権 者 は 、 法 律 に よ り 任 期 を 定 め て 任 用 さ れ る 職 員 以 外 の 職 員 を 前 項 各 号 に 掲 げ る 業 務 の い ず れ か に 係 る 職 に 任 用

す る 場 合 に お い て 、 職 員 を 当 該 業 務 以 外 の 業 務 に 期 間 を 限 っ て 従 事 さ せ る こ と が 公 務 の 能 率 的 運 営 を 確 保 す る た め に 必

要 で あ る と き は 、 職 員 を 任 期 を 定 め て 採 用 す る こ と が で き る 。

　 　 第 三 条 中 ﹁ 前 条 各 項 ﹂ を ﹁ 前 二 条 ﹂ に 改 め る 。

　 　 第 四 条 中 ﹁ 前 条 の 規 定 に よ る ﹂ の 下 に ﹁ 当 該 職 員 の ﹂ を 加 え る 。

　 ︵ 名 古 屋 港 管 理 組 合 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

25  

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 の 公 表 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ︶ の 一 部 を 次

の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 三 条 中 ﹁ 占 め る 職 員 ﹂ の 下 に ﹁ 及 び 法 第 二 十 二 条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 職 員 ﹂ を 加 え る 。

　 ︵ 職 員 の 自 己 啓 発 等 休 業 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

26
　 職 員 の 自 己 啓 発 等 休 業 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 二 十 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 四 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 八 条 を 第 九 条 と し 、 第 七 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 　 ︵ 自 己 啓 発 等 休 業 に 伴 う 任 期 付 採 用 及 び 臨 時 的 任 用 ︶

　 第

� 八 条 　 任 命 権 者 は 、 第 二 条 第 一 項 又 は 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 に 係 る 期 間 に つ

い て 職 員 の 配 置 換 え そ の 他 の 方 法 に よ っ て 当 該 申 請 を し た 職 員 の 業 務 を 処 理 す る こ と が 困 難 で あ る と 認 め る と き は 、 当

該 業 務 を 処 理 す る た め 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 任 用 の い ず れ か を 行 う こ と が で き る 。

　 　 一

 

　 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 十 五 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 六 号 ︶ 第 二 条 の 二 第 一 項 第 一 号 の 規

定 に よ る 任 期 を 定 め た 採 用

　 　 二 　 法 第 二 十 二 条 の 三 の 規 定 に よ る 臨 時 的 任 用

　 ︵ 専 任 副 管 理 者 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ︶

27
　 専 任 副 管 理 者 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 ︵ 平 成 二 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 四 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　 第 一 条 中 ﹁ 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 号 ﹂ を ﹁ 専 任 副 管 理 者 の 給 与

に 関 す る 条 例 ︵ 令 和 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 三 号 ﹂ に 、 ﹁ ﹁ 特 別 職 条 例 ﹂ を ﹁ ﹁ 専 任 副 管 理 者 給 与 条 例 ﹂ に 、 ﹁ ︶ 第 二 条

第 一 項 ﹂ を ﹁ ︶ 第 一 条 ﹂ に 、 ﹁ 平 成 三 十 三 年 四 月 二 十 七 日 ﹂ を ﹁ 令 和 三 年 四 月 二 十 七 日 ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 条 例 第 二 条 第 一 項 ﹂

を ﹁ 専 任 副 管 理 者 給 与 条 例 第 二 条 第 一 項 ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 条 例 別 表 第 一 に 掲 げ る ﹂ を ﹁ 同 項 に 規 定 す る ﹂ に 、 ﹁ 特 別 職 条 例 第

二 条 第 二 項 ﹂ を ﹁ 専 任 副 管 理 者 給 与 条 例 第 二 条 第 二 項 ﹂ に 、 ﹁ 第 四 条 の 二 ﹂ を ﹁ 第 四 条 ﹂ に 、 ﹁ 同 表 に 掲 げ る ﹂ を ﹁ 専 任 副

管 理 者 給 与 条 例 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る ﹂ に 改 め る 。

　 　 第 二 条 中 ﹁ 特 別 職 条 例 ﹂ を ﹁ 専 任 副 管 理 者 給 与 条 例 ﹂ に 改 め る 。

　 　 附 則 第 二 項 を 削 り 、 附 則 第 一 項 の 見 出 し 及 び 項 番 号 を 削 る 。

　 　 　 　 ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ 　 　 　 　

　 専 任 副 管 理 者 の 給 与 に 関 す る 条 例 を 公 布 す る 。

　 　 令 和 二 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 三 号

　 　 　 専 任 副 管 理 者 の 給 与 に 関 す る 条 例

　 ︵ 目 的 ︶
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第� 一 条
　
こ の 条 例 は 、 専 任 副 管 理 者 ︵ 副 管 理 者 の 職 に あ る 者 の う ち 、 愛 知 県 又 は 名 古 屋 市 の 特 別 職 の 職 に あ る 者 以 外 の 者 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ︶ の 給 与 に 関 す る 事 項 を 定 め る こ と を 目 的 と す る 。

　
︵ 給 与 ︶

第 二 条
　
専 任 副 管 理 者 の 給 料 月 額 は 、 九 十 万 五 千 円 以 内 に お い て 管 理 者 が 定 め る 額 と す る 。

２ 　
給 与 条 例 ︵ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 五 号 ︶ 第 十 条 の 二 、 第 十 一 条 及 び 第 二 十 一 条 の 十 の 規 定 は 、 専 任 副 管

理 者 に つ い て 準 用 す る 。

３ 　
給 与 条 例 第 二 十 一 条 及 び 第 二 十 一 条 の 三 か ら 第 二 十 一 条 の 五 ま で の 規 定 は 、 専 任 副 管 理 者 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合

に お い て 、 同 条 例 第 二 十 一 条 第 三 項 中 ﹁ 百 分 の 百 三 十 ﹂ と あ る の は ﹁ 百 分 の 百 七 十 ﹂ と 、 同 条 第 五 項 中 ﹁ 職 員 が 受 け る べ

き 給 料 及 び 扶 養 手 当 の 月 額 並 び に こ れ ら に 対 す る 地 域 手 当 の 月 額 の 合 計 額 ﹂ と あ る の は ﹁ 職 員 が 受 け る べ き 給 料 及 び 地 域

手 当 の 月 額 の 合 計 額 に 百 分 の 百 二 十 を 乗 じ て 得 た 額 に 給 料 の 月 額 に 百 分 の 二 十 五 を 乗 じ て 得 た 額 を 加 算 し た 額 ﹂ と 読 み 替

え る も の と す る 。

　
︵ 給 与 の 支 給 方 法 ︶

第� 三 条 　
前 条 に 規 定 す る 給 与 の 支 給 方 法 は 、 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 給 与 条 例 の 適 用 を 受 け る 職 員 の 例 に よ る 。

　
︵ 退 職 手 当 ︶

第� 四 条 　
専 任 副 管 理 者 の 退 職 手 当 は 、 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 ︵ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ︶ の 適 用 を 受

け る 職 員 の 例 に よ り 支 給 す る 。 た だ し 、 同 条 例 第 二 条 の 三 中 ﹁ 基 本 額 に 、 第 六 条 の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 調 整 額

を 加 え て 得 た 額 ﹂ と あ る の は ﹁ 基 本 額 ﹂ と 、 同 条 例 第 五 条 第 一 項 中 ﹁ 、 定 年 に 達 し た こ と に よ り 退 職 し た 者 若 し く は こ れ

に 準 ず る 理 由 そ の 他 そ の 者 の 事 情 に よ ら な い 理 由 に よ り 退 職 し た 者 で 管 理 者 が 定 め る も の ﹂ と あ る の は ﹁ 、 任 期 満 了 に よ

り 退 職 し た 者 、 専 任 副 管 理 者 と し て 四 年 を 超 え て 在 職 し た 後 退 職 し た 者 ﹂ と す る 。

　
︵ 委 任 ︶

第 五 条
　
こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に つ い て 必 要 な 事 項 は 、 管 理 者 が 定 め る 。

　 　 　
附
　
則

　
こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 財 務 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 令 和 二 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 一 号

　 　 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 財 務 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 財 務 規 則 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 七 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 三 十 七 条 第 三 項 中 ﹁ 年 五 パ ー セ ン ト の ﹂ を ﹁ 民 法 ︵ 明 治 二 十 九 年 法 律 第 八 十 九 号 ︶ 第 四 百 四 条 に 規 定 す る 法 定 利 率 に よ

る ﹂ に 改 め る 。

　 第 五 十 五 条 中 第 十 一 号 を 削 り 、 第 十 二 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 十 三 号 を 第 十 二 号 と し 、 第 十 四 号 を 第 十 三 号 と す る 。

　 第 七 十 五 条 第 二 項 中 ﹁ 及 び 児 童 手 当 ﹂ を ﹁ 、 児 童 手 当 及 び 年 末 調 整 還 付 金 ︵ 年 末 調 整 に 伴 う 所 得 税 の 還 付 金 を い う 。 以 下

同 じ 。 ︶ ﹂ に 改 め る 。

　 第 百 五 十 三 条 第 一 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 ﹁ お よ び ﹂ を ﹁ 及 び ﹂ に 改 め 、 ﹁ の 各 号 ﹂ を 削 り 、 ﹁ ま た は ﹂ を ﹁ 又 は ﹂ に 改 め 、

同 項 第 二 号 中 ﹁ 支 払 い ま た は ﹂ を ﹁ 支 払 又 は ﹂ に 、 ﹁ お よ び ﹂ を ﹁ 及 び ﹂ に 改 め 、 同 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 六 　 目 的 物 の 種 類 、 品 質 又 は 数 量 に 関 す る 担 保 責 任

　 第 百 五 十 三 条 第 一 項 第 七 号 中 ﹁ お よ び ﹂ を ﹁ 及 び ﹂ に 改 め る 。

　 第 百 六 十 三 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

　 ︵ 物 件 売 却 の 場 合 の 目 的 物 の 種 類 、 品 質 又 は 数 量 に 関 す る 担 保 ︶

第� 百 六 十 三 条 　 物 件 売 却 契 約 に お い て 目 的 物 の 引 渡 し 後 は 、 本 組 合 は 、 当 該 目 的 物 が 種 類 、 品 質 又 は 数 量 に 関 し て 契 約 の 内

容 に 適 合 し な い 場 合 に お け る そ の 不 適 合 に つ い て 、 担 保 の 責 任 を 負 わ な い も の と す る 。

　 第 百 八 十 六 条 中 ﹁ 第 二 百 四 十 三 条 の 二 第 一 項 ﹂ を ﹁ 第 二 百 四 十 三 条 の 二 の 二 第 一 項 ﹂ に 改 め る 。

　 別 表 第 二 ７ 賃 金 の 項 を 削 り 、 同 表 中 ﹁ ８ 報 　 償 　 費 ﹂ を ﹁ ７ 報 　 償 　 費 ﹂ に 、 ﹁ ９ 旅 　 　 　 費 ﹂ を ﹁ ８ 旅 　 　 　 費 ﹂ に 、

﹁ 10 交 　 際 　 費 ﹂ を ﹁ ９ 交 　 際 　 費 ﹂ に 、 ﹁
11 需 　 用 　 費 ﹂ を ﹁
10 需 　 用 　 費 ﹂ に 、 ﹁
12 役 　 務 　 費 ﹂ を ﹁
11 役 　 務 　 費 ﹂ に 、

﹁ 13 委 　 託 　 料 ﹂ を ﹁
12 委 　 託 　 料 ﹂ に 、 　 　 　 　 　 　 　 　 を 　 　 　 　 　 　 　 　 に 、﹁
15 工 事 請 負 費 ﹂ を ﹁ 14 工 事 請 負 費 ﹂ に 、

﹁ 16 原 材 料 費 ﹂ を ﹁ 15 原 材 料 費 ﹂ に 、 　 　 　 　 　 　 　 を 　 　 　 　 　 　 　 に 、 ﹁
18 備 品 購 入 費 ﹂ を ﹁ 17 備 品 購 入 費 ﹂ に 、 　 　 　

　 　 　 　 　 を 　 　 　 　 　 　 　 　 に 、 ﹁
20 扶 　 助 　 費 ﹂ を ﹁
19 扶 　 助 　 費 ﹂ に 、 ﹁
21 貸 　 付 　 金 ﹂ を ﹁
20 貸 　 付 　 金 ﹂ に 、

　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 を 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 に 、 　 　 　 　 　 　 　 　 を 　 　 　 　 　 　 　 　 に 、 　 　 　 　 　 　 　 を 　

　 　 　 　 　

に 、 ﹁ 25
　 積 　 立 　 金 ﹂ を ﹁
24 積 　 立 　 金 ﹂ に 、 ﹁
26 寄 　 附 　 金 ﹂ を ﹁
25 寄 　 附 　 金 ﹂ に 、 ﹁
27 公 　 課 　 費 ﹂ を ﹁
26 公 　 課 　

費 ﹂ に 、 ﹁ 28 繰 　 出 　 金 ﹂ を ﹁
27 繰 　 出 　 金 ﹂ に 改 め る 。

　 様 式 第 四 十 七 号 中 ﹁

及び給与条例 ﹂ を ﹁、給与条例 ﹂ に 、 ﹁期末手当 ﹂ を ﹁期末手当及び年末調整還付金 ﹂ に 改 め る 。

　 　 　 附 　 則

　 ︵ 施 行 期 日 ︶

規　　　　　則

﹁ 14 使 用 料 及 び

　 　 賃 借 料 　 　 ﹂

﹁ 13 使 用 料 及 び

　 　 賃 借 料 　 　 ﹂

﹁ 17 公 有 財 産

　 　 購 入 費 　 ﹂

﹁ 16 公 有 財 産

　 　 購 入 費 　 ﹂

﹁ 19 負
助 及

担 金 、 補

び 交 付 金 ﹂

﹁ 18 負 担 金 、 補

　 助 及 び 交 付 金 ﹂

﹁ 22 補 償 、 補 填 及 び

　 　 賠 償 金 　 　 　 　 ﹂

﹁ 21 補 償 、 補 填 及 び

　 　 賠 償 金 　 　 　 　 ﹂

﹁ 23 償 還 金 、 利

　 子 及 び 割 引 料 ﹂

﹁ 22 償 還 金 、 利

　 子 及 び 割 引 料 ﹂

﹁ 24 投 資 及 び

　 　 出 資 金 　 ﹂

﹁ 23 投 資 及 び

　 　 出 資 金 　 ﹂
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１
　
こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 ︵ 以 下 ﹁ 施 行 日 ﹂ と い う 。 ︶ か ら 施 行 す る 。

　
︵ 経 過 措 置 ︶

２ 　
こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 名 古 屋 港 管 理 組 合 財 務 規 則 ︵ 以 下 ﹁ 改 正 後 の 規 則 ﹂ と い う 。 ︶ 第 三 十 七 条 第 三 項 の 規 定 は 、 施

行 日 以 後 に 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 履 行 延 期 の 特 約 等 を す る 場 合 に お け る 延 納 利 息 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に こ の 規 則 に

よ る 改 正 前 の 名 古 屋 港 管 理 組 合 財 務 規 則 ︵ 以 下 ﹁ 改 正 前 の 規 則 ﹂ と い う 。 ︶ 第 三 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 履 行 延 期 の 特 約

等 を す る 場 合 に お け る 延 納 利 息 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

３ 　
改 正 後 の 規 則 第 百 五 十 三 条 及 び 第 百 六 十 三 条 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 締 結 さ れ る 契 約 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 締 結

さ れ た 契 約 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

４ 　
こ の 規 則 施 行 の 際 改 正 前 の 規 則 の 規 定 に 基 づ い て 作 成 さ れ て い る 様 式 第 四 十 七 号 の 用 紙 に つ い て は 、 改 正 後 の 規 則 の 規

定 に か か わ ら ず 、 当 分 の 間 、 改 正 後 の 規 則 の 様 式 の 要 件 を 満 た す よ う 必 要 な 修 正 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。

　 　 　 　
┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃ ┃
　 　 　 　

　
名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　
令 和 二 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者
　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
愛 知 県 知 事
　
大 村
　
秀 章
　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 二 号

　 　 　
名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

  名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 ︵ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 三 号 ︶ の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
﹁

　
別 表 施 設 運 営 事 業 会 計 勘 定 科 目 表 費 用 の 表 及 び 埋 立 事 業 会 計 勘 定 科 目 表 費 用 の 表 中
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

賃金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
を 削 る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ﹂

　 　 　 附 　 則

　 ︵ 施 行 期 日 ︶

１ 　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 ︵ 経 過 措 置 ︶

２ 　 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 規 定 は 、 令 和 二 年 度 の 事 業

年 度 か ら 適 用 し 、 令 和 元 年 度 以 前 の 事 業 年 度 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。
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名古屋港管理組合告示第 8号

　令和 2 年 3 月定例名古屋港管理組合議会で認定された平成30年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算の要領は、次の

とおりである。

　　令和 2 年 4 月 1 日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

平成30年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算

歳　　　　　入

第 1 款　分担金及び負担金 8,264,987,941円

　第 1 項　負担金 8,264,987,941円

第 2 款　使用料及び手数料 4,759,633,926円

　第 1 項　使用料 4,759,596,126円

　第 2 項　手数料 37,800円

第 3 款　国庫支出金 645,509,905円

　第 1 項　国庫負担金 645,509,905円

第 4 款　財産収入 5,357,447,072円

　第 1 項　財産運用収入 4,878,609,365円

　第 2 項　財産売払収入 478,837,707円

第 5 款　寄附金 0円

　第 1 項　寄附金 0円

第 6 款　繰入金 128,051,067円

　第 1 項　他会計繰入金 128,051,067円

第 7 款　繰越金 1,160,477,762円

　第 1 項　繰越金 1,160,477,762円

第 8 款　諸収入 2,842,296,445円

　第 1 項　延滞金、加算金及び過料 159,592円

　第 2 項　預金利子 677,662円

　第 3 項　受託事業収入 699,074,839円

　第 4 項　貸付金元利収入 1,349,060,028円

　第 5 項　特定施設整備収入 226,759,124円

　第 6 項　雑入 566,565,200円

第 9 款　組合債 3,947,500,000円

　第 1 項　組合債 3,947,500,000円

　　歳　　　　入　　　　合　　　　計 27,105,904,118円

歳　　　　　出

第 1 款　議会費 153,481,321円

　第 1 項　議会費 153,481,321円

第 2 款　総務費 2,809,086,636円

　第 1 項　総務管理費 2,739,947,023円

　第 2 項　監査委員費 69,139,613円

第 3 款　企画調整費 906,299,194円

　第 1 項　企画調整管理費 801,016,653円

　第 2 項　調査費 105,282,541円

第 4 款　港営費 2,516,529,549円

　第 1 項　港営管理費 1,348,600,881円

　第 2 項　運営費 1,167,928,668円

第 5 款　建設費 10,680,293,844円

　第 1 項　建設管理費 1,710,131,867円

　第 2 項　整備費 8,970,161,977円

第 6 款　公債費 8,265,180,454円

　第 1 項　公債費 8,265,180,454円

第 7 款　予備費 0円

　第 1 項　予備費 0円

　　歳　　　　出　　　　合　　　　計 25,330,870,998円

　　　　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━　　　　

告　　　　　示
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名古屋港管理組合告示第 9号

　令和 2 年 3 月定例名古屋港管理組合議会で認定された平成30年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算の要領は、

次のとおりである。

　　令和 2 年 4 月 1 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  名古屋港管理組合管理者　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

平成30年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算

歳　　　　　入

第 1 款　水族館振興基金収入 343,921,772円

　第 1 項　財産収入 96,525円

　第 2 項　寄附金 437,081円

　第 3 項　繰越金 60,364円

　第 4 項　積戻金 67,069,711円

　第 5 項　繰入金 276,258,091円

第 2 款　海事文化振興基金収入 78,436,705円

　第 1 項　財産収入 42,803円

　第 2 項　寄附金 0円

　第 3 項　繰越金 0円

　第 4 項　積戻金 4,365,360円

　第 5 項　繰入金 74,028,542円

第 3 款　環境振興基金収入 108,174,329円

　第 1 項　財産収入 18,835円

　第 2 項　寄附金 1,259,568円

　第 3 項　繰越金 279,930円

　第 4 項　積戻金 56,615,996円

　第 5 項　繰入金 50,000,000円

　　歳　　　　入　　　　合　　　　計 530,532,806円

歳　　　　　出

第 1 款　水族館振興基金 343,921,772円

　第 1 項　積立金 276,852,061円

　第 2 項　繰出金 67,069,711円

第 2 款　海事文化振興基金 78,436,705円

　第 1 項　積立金 74,071,345円

　第 2 項　繰出金 4,365,360円

第 3 款　環境振興基金 107,914,761円

　第 1 項　積立金 51,298,765円

　第 2 項　繰出金 56,615,996円

　　歳　　　　出　　　　合　　　　計 530,273,238円

　　　　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━　　　　
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名古屋港管理組合告示第10号

　令和 2 年 3 月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た令和 2 年度名古屋港管理組合予算の要領は、次のとおりである。

　　令和 2 年 4 月 1 日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

　　　令和 2年度名古屋港管理組合一般会計予算

　令和 2 年度名古屋港管理組合一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第  1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ38,520,000千円と定める。

 2 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による｡

　（債務負担行為）

第 2 条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び

　限度額は、「第 2 表　債務負担行為」による。

　（組合債）

第 3 条　地方自治法第230条第 1 項の規定により起こすことができる組合債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び

　償還の方法は、「第 3 表　組合債」による。

　（一時借入金）

第  4 条　地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、4,000,000千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第 5 条　地方自治法第220条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。

　　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における

　同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用
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　第 1 表　歳入歳出予算

　　　　歳　　　入

款 項 金　　　　　　　　　額

1  分 担 金 及 び 負 担 金
千円

8,702,376

1  負 担 金 8,702,376

2  使 用 料 及 び 手 数 料 4,462,662

1  使 用 料 4,462,652

2  手 数 料 10

3  国 庫 支 出 金 1,205,100

1  国 庫 負 担 金 1,205,100

4  財 産 収 入 5,121,948

1  財 産 運 用 収 入 4,852,680

2  財 産 売 払 収 入 269,268

5  寄 附 金 10

1  寄 附 金 10

6  繰 入 金 2,095,825

1  他 会 計 繰 入 金 95,825

2  他 会 計 借 入 金 2,000,000

7  繰 越 金 400,000

1  繰 越 金 400,000

8  諸 収 入 5,124,479

1  延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 210

2  預 金 利 子 623

3  受 託 事 業 収 入 3,234,600

4  貸 付 金 元 利 収 入 1,336,386

5  特 定 施 設 整 備 収 入 260,123

6  雑 入 292,537

9  組 合 債 11,407,600

1  組 合 債 11,407,600

歳　　　　入　　　　合　　　　計 38,520,000
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　　　　歳　　　出

款 項 金　　　　　　　　　額

1  議 会 費
千円

173,926

1  議 会 費 173,926

2  総 務 費 3,069,049

1  総 務 管 理 費 2,995,713

2  監 査 委 員 費 73,336

3  企 画 調 整 費 913,630

1  企 画 調 整 管 理 費 832,604

2  調 査 費 81,026

4  港 営 費 4,885,254

1  港 営 管 理 費 1,376,483

2  運 営 費 3,508,771

5  建 設 費 21,892,141

1  建 設 管 理 費 1,735,186

2  整 備 費 20,156,955

6  公 債 費 7,556,000

1  公 債 費 7,556,000

7  予 備 費 30,000

1  予 備 費 30,000

歳　　　　出　　　　合　　　　計 38,520,000
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　第 2 表　債務負担行為

事　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　　度　　　　額

西 部 地 区 波 除 堤 撤 去 費 令 和 3 年 度
千円

185,000

中 川 口 通 船 門 補 修 費 令 和 3 年 度 9,000

ガ ー デ ン ふ 頭 文 化 厚 生 施 設 補 修 費 令 和 3 年 度 81,000

ジ ェ テ ィ イ ー ス ト 撤 去 費 令 和 3 年 度 113,000

新 舞 子 マ リ ン パ ー ク 整 備 費 令 和 3 年 度 22,000

新 舞 子 マ リ ン パ ー ク 補 修 費 令 和 3 年 度 65,000

堀 川 口 防 潮 水 門 整 備 費 令 和 3 年 度 120,000

中 川 口 ポ ン プ 所 補 修 費 令 和 3 年 度 33,000

堀 川 口 防 潮 水 門 ポ ン プ 所 補 修 費 令 和 3 年 度 20,000

名 古 屋 四 日 市 国 際 港 湾 株 式 会 社 の
事 業 資 金 借 入 金 に 対 す る 損 失 補 償

令和 2 年度〜令和23年度

金融機関が当該貸付金の全部又は一部を

回収できないことにより損失を受けたと

きは、80,700千円及び利息相当額を限度

として補償する。

　第 3 表　組合債

起 債 の 目 的 限　　度　　額 起 債 の 方 法 利　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公 共 事 業

千円

10,762,000

普 通 貸 借

又 は

債 券 発 行

8.5％以内

政府資金については融資条件により、銀行

その他の場合には起債年度から据置期間を

含めて30年度間以内に元利均等、元金均等

若しくは元金不均等の方法で毎年度 1 期若

しくは 2 期に分けて償還し、又は満期日に

元金を一括して償還する。ただし、組合財

政その他の都合により据置期間及び償還期

間を短縮し、若しくは繰上償還し、又は借

り換えることができる。

単 独 事 業 242,100

コ ン テ ナ 埠 頭

整 備 事 業
403,500

計 11,407,600
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　　　令和 2年度名古屋港管理組合基金特別会計予算

　令和 2 年度名古屋港管理組合基金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ220,100千円と定める。

 2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による｡

　第 1 表　歳入歳出予算

　　　　歳　　　入

款 項 金　　　　　　　　　額

1  水 族 館 振 興 基 金 収 入
千円

130,130

1  財 産 収 入 124

2  寄 附 金 10

3  繰 越 金 10

4  積 戻 金 67,986

5  繰 入 金 62,000

2  海 事 文 化 振 興 基 金 収 入 25,470

1  財 産 収 入 55

2  寄 附 金 10

3  繰 越 金 10

4  積 戻 金 13,395

5  繰 入 金 12,000

3  環 境 振 興 基 金 収 入 64,500

1  財 産 収 入 16

2  寄 附 金 20

3  繰 越 金 20

4  積 戻 金 14,444

5  繰 入 金 50,000

歳　　　　入　　　　合　　　　計 220,100
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　　　　歳　　　出

款 項 金　　　　　　　　　額

1  水 族 館 振 興 基 金
千円

130,130

1  積 立 金 62,144

2  繰 出 金 67,986

2  海 事 文 化 振 興 基 金 25,470

1  積 立 金 12,075

2  繰 出 金 13,395

3  環 境 振 興 基 金 64,500

1  積 立 金 50,056

2  繰 出 金 14,444

歳　　　　出　　　　合　　　　計 220,100

　　　令和 2年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算

　（総　則）

第 1 条　令和 2 年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

区　　分 施 設 及 び 用 地 事　　　　　　項 備　　　　　　考

事　　業　　量

上 屋 27棟

平方メートル

一般使用許可面積 86,111

平方メートル

専用使用許可面積 28,628

貯 木 場 8 か所

平方メートル

一般使用許可面積 183,300

平方メートル

専用使用許可面積 995,430

荷 役 機 械 6 基

基

貸　　 付 　　数 6

埠 頭 用 地 

平方メートル

 2,401,897

施設の維持補修及び

施設の増補・改良工事

千円

 3,161,300

　（収益的収入及び支出）

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　施 設 運 営 事 業 収 益 4,127,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 収 益 3,991,123千円

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 収 益 135,857千円

　　　　　　　　　第 3 項　　特 別 利 益 20千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　施 設 運 営 事 業 費 用 3,174,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 費 用 2,558,529千円

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 費 用 66,105千円

　　　　　　　　　第 3 項　　特 別 損 失 539,366千円

　　　　　　　　　第 4 項　　予 備 費 10,000千円

施設維持補修及び

上 屋 等 整 備 工 事
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　（資本的収入及び支出）

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額3,177,970千

円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額45,000千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

151,000千円、減債積立金280,654千円、建設改良積立金1,428,000千円及び過年度分損益勘定留保資金1,273,316千円で補て

んするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 収 入 923,030千円

　　　　　　　　　第 1 項　　企 業 債 923,000千円

　　　　　　　　　第 2 項　　固 定 資 産 売 却 代 金 10千円

　　　　　　　　　第 3 項　　寄 附 金 10千円

　　　　　　　　　第 4 項　　そ の 他 資 本 的 収 入 10千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 支 出 4,101,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　建 設 改 良 費 2,819,600千円

　　　　　　　　　第 2 項　　固 定 資 産 購 入 費 345千円

　　　　　　　　　第 3 項　　企 業 債 償 還 金 281,055千円

　　　　　　　　　第 4 項　　他 会 計 貸 付 金 1,000,000千円

　（債務負担行為）

第 5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　事　　　　項　　　　　　 期　　　間　　　　　　限　度　額

　　　　　　　　維 持 補 修 費　　　　　 令和 3 年度　　　　　　275,500千円

　　　　　　　　上 屋 整 備 費　　　　　 令和 3 年度　　　　　　286,000千円

　　　　　　　　埠 頭 用 地 整 備 費　　　　　 令和 3 年度　　　　　 1,459,000千円

　（企業債）

第 6 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　起債の目的　　　埠頭用地整備事業

　限　度　額　　　923,000千円

　起債の方法　　　普通貸借又は債券発行

　利　　　率　　　8.5％以内

　償還の方法　　　政府資金については融資条件により、銀行その他の場合には起債年度から据置期間を含めて40年度間以

　　　　　　　　　内に元利均等、元金均等若しくは元金不均等の方法で毎年度 1 期若しくは 2 期に分けて償還し、又は満

　　　　　　　　　期日に元金を一括して償還する。

　　　　　　　　　ただし、組合財政その他の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、若しくは繰上償還し、又は借り

　　　　　　　　　換えることができる。

　（一時借入金）

第 7 条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　　　職員給与費　　　　　541,692千円

　　　令和 2年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算

　（総　則）

第 1 条　令和 2 年度名古屋港管理組合埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　　　　　護岸整備　　　　　　築堤　　　　　　504メートル

　（収益的収入及び支出）

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入

　　　　　　　　第 1 款　　埋 立 事 業 収 益 389,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 外 収 益 388,970千円

　　　　　　　　　第 2 項　　特 別 利 益 30千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　埋 立 事 業 費 用 509,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　営 業 費 用 464,445千円

　　　　　　　　　第 2 項　　営 業 外 費 用 34,525千円

　　　　　　　　　第 3 項　　特 別 損 失 30千円

　　　　　　　　　第 4 項　　予 備 費 10,000千円

　（資本的収入及び支出）

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額2,979,000千

　円は、繰越工事資金で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入
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　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 収 入 613,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　雑 収 入 542,385千円

　　　　　　　　　第 2 項　　貸 付 金 返 還 金 70,615千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　　第 1 款　　資 本 的 支 出 3,592,000千円

　　　　　　　　　第 1 項　　西 部 地 区 埋 立 事 業 費 2,190,500千円

　　　　　　　　　第 2 項　　南 5 区 埋 立 事 業 費 59,000千円

　　　　　　　　　第 3 項　　総 係 費 263,978千円

　　　　　　　　　第 4 項　　他 会 計 貸 付 金 1,000,000千円

　　　　　　　　　第 5 項　　雑 支 出 78,522千円

　（債務負担行為）

第  5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　 事　　　　項　　　　　　　期　　　間　　　　　　 限   度   額

　　　　　　　西部地区埋立整備費　　　　　令和 3 年度　　　　　　 563,000千円

　（一時借入金）

第 6 条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第  7 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　各項に計上した給料、手当及び法定福利費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

　の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第  8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　　　　　職員給与費　　　　394,016千円

　　　　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━　　　　

名古屋港管理組合告示第11号

　令和 2 年 3 月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た令和元年度名古屋港管理組合補正予算の要領は、次のとおりである。

　　令和 2 年 4 月 1 日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

　　　令和元年度名古屋港管理組合一般会計補正予算

　令和元年度名古屋港管理組合一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第  1 条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ3,074,000千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

33,675,000千円とする。

 2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表　歳入歳出

　予算補正」による｡

　（繰越明許費の補正）

第 2 条　繰越明許費の補正は、「第 2 表　繰越明許費補正」による。

　（組合債の補正）

第 3 条　組合債の補正は、「第 3 表　組合債補正」による。
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　第 1 表　歳入歳出予算補正

（△印は、減額を示す。）

　　　　歳　　　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1  分 担 金 及 び 負 担 金
千円

9,238,973
千円

△ 412,492
千円

8,826,481

1  負 担 金 9,238,973 △ 412,492 8,826,481

2  使 用 料 及 び 手 数 料 4,589,494 89,492 4,678,986

1  使 用 料 4,589,484 89,492 4,678,976

3  国 庫 支 出 金 1,029,300 △ 261,000 768,300

1  国 庫 負 担 金 1,029,300 △ 261,000 768,300

8  諸 収 入 5,855,793 △ 2,173,000 3,682,793

3  受 託 事 業 収 入 3,837,200 △ 2,173,000 1,664,200

9  組 合 債 9,870,400 △ 317,000 9,553,400

1  組 合 債 9,870,400 △ 317,000 9,553,400

歳　　　　入　　　　合　　　　計 36,749,000 △ 3,074,000 33,675,000

　　　　歳　　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4  港 営 費
千円

2,444,035
千円

5,688
千円

2,449,723

1  港 営 管 理 費 1,329,786 5,688 1,335,474

5  建 設 費 21,887,569 △ 2,945,192 18,942,377

1  建 設 管 理 費 1,773,989 0 1,773,989

2  整 備 費 20,113,580 △ 2,945,192 17,168,388

6  公 債 費 8,079,000 △ 134,496 7,944,504

1  公 債 費 8,079,000 △ 134,496 7,944,504

歳　　　　出　　　　合　　　　計 36,749,000 △ 3,074,000 33,675,000
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　第 2 表　繰越明許費補正

款 項 事　　業　　名 補正前の額 補正後の額

5  建　　設　　費 2  整　　備　　費

大 江 ふ 頭 岸 壁 整 備 費
千円

105,000
千円

175,000

港湾改修（老朽化施設活用）交付金事業費 − 24,000

作 倉 地 区 物 揚 場 補 修 費 − 118,200

緑 地 等 施 設 整 備 交 付 金 事 業 費 − 1,000

海域環境創造・自然再生等交付金事業費 − 83,000

大 江 川 地 区 環 境 対 策 負 担 金 − 6,489

高 潮 対 策 交 付 金 事 業 費 − 502,000

海 岸 堤 防 老 朽 化 対 策 交 付 金 事 業 費 − 2,000

国 直 轄 事 業 港 湾 管 理 者 負 担 金 − 5,970,500

　第 3 表　組合債補正

起債の目的

限　　　　　　度　　　　　　額

起債の方法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

補正前の額 補　正　額 計

公 共 事 業

千円

9,092,000

千円

△ 317,000

千円

8,775,000

普通貸借

又　　は

債券発行

8.5％以内

政府資金については融資条件により、

銀行その他の場合には起債年度から据

置期間を含めて30年度間以内に元利均

等、元金均等若しくは元金不均等の方

法で毎年度 1 期若しくは 2 期に分けて

償還し、又は満期日に元金を一括して

償還する。ただし、組合財政その他の

都合により据置期間及び償還期間を短

縮し、若しくは繰上償還し、又は借り

換えることができる。

計 9,870,400 △ 317,000 9,553,400

　　　令和元年度名古屋港管理組合施設運営事業会計補正予算

　（総　則）

第 1 条　令和元年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第 2 条　令和元年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算（以下「予算」という。）第 2 条中「3,799,600千円」を「1,626,600

　千円」に改める。

　（資本的収入及び支出）

第 3 条　予算第 4 条本文括弧書中「2,283,970千円」を「1,019,970千円」に、「10,000千円」を「5,000千円」に、「95,000千円」

　 を「100,000千円」に、「、建設改良積立金615,000千円」を削り、「1,132,624千円」を「483,624千円」に改め、資本的収入

及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（△印は、減額を示す。）

　　　（科　　　目）　　　　　 （既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　　　（計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 収　　　　　　　　　 入

　第 1 款　　資本的収入　　　　　1,631,030千円　　　　  △ 909,000千円　　　　722,030千円

　　第 1 項　　企　業　債　　　　1,631,000千円　　　　  △ 909,000千円　　　　722,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 支　　　　　　　　　 出

　第 1 款　　資本的支出　　　　　3,915,000千円　　　　△ 2,173,000千円　　　 1,742,000千円

　　第 1 項　　建設改良費　　　　3,482,300千円　　　　△ 2,173,000千円　　　 1,309,300千円

　（企業債）

第 4 条　予算第 6 条に定めた限度額「1,631,000千円」を「722,000千円」に改める。
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訓　　　　　令
訓 令 第 一 号

組 合 内 一 般

　
名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 を 次 の よ う に 定 め る 。

　 　
令 和 二 年 四 月 一 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

 愛 知 県 知 事
　
大 村
　
秀 章
　

　 　 　
名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 程

　
︵ 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 の 一 部 改 正 ︶

第 一 条
　
名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 ︵ 昭 和 四 十 年 訓 令 第 七 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　
第 四 条 第 七 項 中 ﹁ は 、 ﹂ を ﹁ は ﹂ に 改 め 、 ﹁ 事 項 を ﹂ の 下 に ﹁ 、 建 設 部 担 当 部 長 ︵ 技 術 調 整 担 当 ︶ は 同 表 四 の 二 建 設 部 の

表 に 掲 げ る 事 項 を そ れ ぞ れ ﹂ を 加 え 、 同 条 第 九 項 中 ﹁ 別 表 第 二 四 の 二 建 設 部 の 表 ﹂ を ﹁ 同 表 四 の 三 建 設 部 の 表 ﹂ に 、 ﹁ 別

表 第 四 二 の 三 建 設 部 の 表 ﹂ を ﹁ 同 表 二 の 三 建 設 部 の 表 ﹂ に 改 め る 。

　 　
別 表 第 二 ︵ 個 別 事 務 ︶ の 表 四 建 設 部 の 表 技 術 管 理 課 の 項 部 長 専 決 事 項 の 欄 各 号 を 削 る 。

　 　
別 表 第 二 ︵ 個 別 事 務 ︶ の 表 中 四 の 二 建 設 部 の 表 を 四 の 三 建 設 部 の 表 と し 、 四 建 設 部 の 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

　 　
四 の 二
　
建 設 部

　 ︵ 指 名 業 者 審 査 委 員 会 規 程 の 一 部 改 正 ︶

第 二 条 　 指 名 業 者 審 査 委 員 会 規 程 ︵ 昭 和 五 十 一 年 訓 令 第 二 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 四 条 第 三 項 中 ﹁ 建 設 部 次 長 ﹂ を ﹁ 建 設 部 担 当 部 長 ︵ 技 術 調 整 担 当 ︶ ﹂ に 改 め る 。

　 　 別 表 第 二 号 中 ﹁ 建 設 部 次 長 ﹂ を ﹁ 建 設 部 担 当 部 長 ︵ 技 術 調 整 担 当 ︶ ﹂ に 改 め る 。

　 ︵ 名 古 屋 港 管 理 組 合 不 当 要 求 行 為 等 対 策 規 程 の 一 部 改 正 ︶

第 三 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 不 当 要 求 行 為 等 対 策 規 程 ︵ 平 成 二 十 四 年 訓 令 第 一 号 ︶ の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 五 条 第 一 項 中 ﹁ 部 及 び 室 に ﹂ を 削 り 、 同 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 こ の 場 合 に お い て 、 リ ー ダ ー は 、 部 及 び 室 に そ れ ぞ れ 置 く も の と す る 。

　

 

　 第 五 条 第 二 項 中 ﹁ 部 及 び 室 の 次 長 ﹂ を ﹁ 総 務 部 次 長 ﹂ に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 ﹁ そ の 所 属 す る 部 又 は 室 ﹂ を ﹁ 本 組 合 ﹂ に

改 め る 。

　 　 第 六 条 第 四 項 中 ﹁ そ の 所 属 す る 部 又 は 室 の ﹂ を 削 り 、 ﹁ 及 び ﹂ の 下 に ﹁ 当 該 リ ー ダ ー の 所 属 す る 部 又 は 室 の ﹂ を 加 え る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 訓 令 は 、 令 和 二 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 告 示 第 一 号

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 監 査 基 準 を 次 の よ う に 定 め る 。

　 　 令 和 二 年 四 月 一 日

 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 　 近 　 藤 　 裕 　 人 　

 同 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 篠 　 田 　 信 　 示 　

 同 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 黒 　 川 　 和 　 博 　

　 　 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 監 査 基 準

目 次
　 第 一 章 　 総 則 ︵ 第 一 条 ︶

　 第 二 章 　 一 般 基 準 ︵ 第 二 条 ― 第 七 条 ︶

　 第 三 章 　 実 施 基 準 ︵ 第 八 条 ― 第 十 三 条 ︶

　 第 四 章 　 報 告 基 準 ︵ 第 十 四 条 ― 第 十 九 条 ︶

　 第 五 章 　 委 任 ︵ 第 二 十 条 ︶

　 附 則

　 　 　 第 一 章 　 総 則

　 ︵ 目 的 ︶

第� 一 条 　 こ の 基 準 は 、 地 方 自 治 法 ︵ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ︶ 第 百 九 十 八 条 の 四 の 規 定 に 基 づ き 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 監

査 委 員 ︵ 以 下 ﹁ 監 査 委 員 ﹂ と い う 。 ︶ が 行 う 監 査 の 基 準 に 関 し 、 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と を 目 的 と す る 。

　 　 　 第 二 章 　 一 般 基 準

　 ︵ 監 査 委 員 が 行 う こ と と さ れ て い る 監 査 、 検 査 、 審 査 そ の 他 の 行 為 の 目 的 ︶

第� 二 条 　 監 査 委 員 が 行 う こ と と さ れ て い る 監 査 、 検 査 、 審 査 そ の 他 の 行 為 は 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 の 事 務 の 管 理 及 び 執 行 等 に

つ い て 、 法 令 に 適 合 し 、 正 確 で 、 経 済 的 、 効 率 的 か つ 効 果 的 な 実 施 を 確 保 し 、 住 民 の 福 祉 の 増 進 に 資 す る こ と を 目 的 と す

る 。

監査委員事項

建 設 部 担 当 部 長 ︵ 技 術 調 整 担 当 ︶ 専 決 事 項

一
　
工 事 に 係 る 技 術 事 項 の 処 理 基 準 の 設 定 に 関 す る こ と 。

二
　
港 湾 施 設 及 び 海 岸 保 全 施 設 の 技 術 的 保 守 点 検 基 準 の 設 定 に 関 す る こ と 。

三
　
港 湾 台 帳 及 び 海 岸 保 全 区 域 台 帳 に 係 る 技 術 事 項 の 処 理 に 関 す る こ と 。

四
　
港 湾 施 設 及 び 海 岸 保 全 施 設 の 技 術 的 調 査 及 び 測 量 並 び に 土 地 の 測 量 に 関 す る こ と 。
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２
　
監 査 委 員 は 、 こ の 基 準 に 従 い 公 正 不 偏 の 態 度 を 保 持 し 、 正 当 な 注 意 を 払 っ て そ の 職 務 を 遂 行 す る 。

３ 　
監 査 委 員 は 、 自 ら 入 手 し た 証 拠 に 基 づ き 意 見 等 を 形 成 し 、 結 果 に 関 す る 報 告 等 を 決 定 し 、 こ れ を 議 会 及 び 管 理 者 に 提 出

す る 。

　
︵ 監 査 等 の 範 囲 及 び 目 的 ︶

第� 三 条 　
監 査 、 検 査 、 審 査 そ の 他 の 行 為 の う ち 、 こ の 基 準 に お け る 監 査 等 は 次 に 掲 げ る も の と し 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め

る こ と を 目 的 と す る 。

　
一 　
財 務 監 査
　
財 務 に 関 す る 事 務 の 執 行 及 び 経 営 に 係 る 事 業 の 管 理 が 法 令 に 適 合 し 、 正 確 で 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 を

挙 げ る よ う に し 、 そ の 組 織 及 び 運 営 の 合 理 化 に 努 め て い る か 監 査 す る こ と 。

　
二 　
行 政 監 査
　
事 務 の 執 行 が 法 令 に 適 合 し 、 正 確 で 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 を 挙 げ る よ う に し 、 そ の 組 織 及 び 運 営 の 合

理 化 に 努 め て い る か 監 査 す る こ と 。

　
三 　
財 政 援 助 団 体 等 監 査
　
補 助 金 、 交 付 金 、 負 担 金 等 の 財 政 的 援 助 を 与 え て い る 団 体 、 出 資 し て い る 団 体 、 借 入 金 の 元 金

又 は 利 子 の 支 払 を 保 証 し て い る 団 体 、 信 託 の 受 託 者 及 び 公 の 施 設 の 管 理 を 行 わ せ て い る 団 体 の 当 該 財 政 的 援 助 等 に 係 る

出 納 そ の 他 の 事 務 の 執 行 が 当 該 財 政 的 援 助 等 の 目 的 に 沿 っ て 行 わ れ て い る か 監 査 す る こ と 。

　
四
　
決 算 審 査
　
決 算 そ の 他 関 係 書 類 が 法 令 に 適 合 し 、 か つ 正 確 で あ る か 審 査 す る こ と 。

　
五
　
例 月 出 納 検 査
　
会 計 管 理 者 の 現 金 の 出 納 事 務 が 正 確 に 行 わ れ て い る か 検 査 す る こ と 。

　
六 　
資 金 不 足 比 率 審 査
　
資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 が 法 令 に 適 合 し 、 か つ 正 確 で あ る か

審 査 す る こ と 。

２ 　
法 令 の 規 定 に よ り 監 査 委 員 が 行 う こ と と さ れ て い る 監 査 、 検 査 、 審 査 そ の 他 の 行 為 ︵ 監 査 等 を 除 く 。 ︶ に つ い て は 、 法

令 の 規 定 に 基 づ き 、 か つ 、 こ の 基 準 の 趣 旨 に 鑑 み 、 実 施 す る も の と す る 。

　
︵ 倫 理 規 範 ︶

第 四 条
　
監 査 委 員 は 、 高 潔 な 人 格 を 維 持 し 、 誠 実 に 、 か つ 、 こ の 基 準 に 則 っ て そ の 職 務 を 遂 行 す る も の と す る 。

　
︵ 独 立 性 、 公 正 不 偏 の 態 度 及 び 正 当 な 注 意 ︶

第 五 条
　
監 査 委 員 は 、 独 立 的 か つ 客 観 的 な 立 場 で 公 正 不 偏 の 態 度 を 保 持 し 、 そ の 職 務 を 遂 行 す る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 正 当 な 注 意 を 払 っ て そ の 職 務 を 遂 行 す る も の と す る 。

　 ︵ 専 門 性 ︶

第� 六 条 　 監 査 委 員 は 、 地 方 公 共 団 体 の 財 務 管 理 、 事 業 の 経 営 管 理 そ の 他 行 政 運 営 に 関 し 優 れ た 識 見 を 有 す る こ と が 求 め ら れ 、

そ の 職 務 を 遂 行 す る た め 、 自 ら の 専 門 能 力 の 向 上 と 知 識 の 蓄 積 を 図 り 、 そ の 専 門 性 を 維 持 及 び 確 保 す る た め 研 さ ん に 努 め

る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 委 員 の 事 務 を 補 助 す る 職 員 に 対 し 、 監 査 委 員 の 職 務 が こ の 基 準 に 則 っ て 遂 行 さ れ る よ う 、 地 方 公 共 団

体 の 財 務 管 理 、 事 業 の 経 営 管 理 そ の 他 行 政 運 営 に 関 し て 、 自 ら の 専 門 能 力 の 向 上 と 知 識 の 蓄 積 を 図 る よ う 研 さ ん に 努 め さ

せ る も の と す る 。

　 ︵ 質 の 管 理 ︶

第� 七 条 　 監 査 委 員 は 、 こ の 基 準 に 則 っ て 、 そ の 職 務 を 遂 行 す る に 当 た り 求 め ら れ る 質 を 確 保 す る も の と し 、 ま た 、 そ の た め

に 監 査 委 員 の 事 務 を 補 助 す る 職 員 に 対 し て 、 適 切 に 指 揮 及 び 監 督 を 行 う も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 第 三 条 第 一 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 定 め る 監 査 の 実 施 に 当 た っ て は 、 監 査 計 画 、 監 査 の 内 容 、 判 断 の 過

程 、 証 拠 及 び 結 果 そ の 他 の 監 査 委 員 が 必 要 と 認 め る 事 項 を 監 査 調 書 と し て 作 成 し 、 保 存 す る も の と す る 。

　 　 　 第 三 章 　 実 施 基 準

　 ︵ 監 査 計 画 ︶

第� 八 条 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 を 効 率 的 か つ 効 果 的 に 実 施 す る こ と が で き る よ う 、 リ ス ク ︵ 組 織 目 的 の 達 成 を 阻 害 す る 要 因 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ︶ の 内 容 及 び 程 度 、 過 去 の 監 査 結 果 、 監 査 結 果 の 措 置 状 況 、 監 査 資 源 等 を 総 合 的 に 勘 案 し 、 監 査 等 の 種 類 、

対 象 、 実 施 時 期 、 実 施 体 制 等 に つ い て 監 査 計 画 を 策 定 す る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 計 画 の 前 提 と し て 把 握 し た 事 象 若 し く は 状 況 が 変 化 し た 場 合 又 は 監 査 等 の 実 施 過 程 で 新 た な 事 実 を 発

見 し た 場 合 に は 、 必 要 に 応 じ て 適 宜 、 監 査 計 画 を 修 正 す る も の と す る 。

　 ︵ リ ス ク の 識 別 と 対 応 ︶

第� 九 条 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 の 対 象 の リ ス ク を 識 別 し 、 そ の リ ス ク の 内 容 及 び 程 度 を 検 討 し た 上 で 、 監 査 等 を 実 施 す る も の

と す る 。

　 ︵ 内 部 統 制 に 依 拠 し た 監 査 等 ︶

第� 十 条 　 前 条 の リ ス ク の 内 容 及 び 程 度 の 検 討 に 当 た っ て は 、 内 部 統 制 の 整 備 状 況 及 び 運 用 状 況 に つ い て 情 報 を 集 め 、 判 断 す

る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 の 種 類 に 応 じ 、 内 部 統 制 に 依 拠 す る 程 度 を 勘 案 し 、 適 切 に 監 査 等 を 行 う も の と す る 。

　 ︵ 監 査 等 の 実 施 手 続 ︶

第� 十 一 条 　 監 査 委 員 は 、 必 要 な 監 査 等 の 証 拠 を 効 率 的 か つ 効 果 的 に 入 手 す る た め 、 監 査 計 画 に 基 づ き 、 実 施 す べ き 監 査 等 の

手 続 を 選 択 し 、 実 施 す る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 ︵ 決 算 審 査 及 び 資 金 不 足 比 率 審 査 を 除 く 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ︶ の 実 施 に 当 た り 、 管 理 者 等

に 対 し 、 監 査 等 の 種 類 、 対 象 、 実 施 時 期 、 実 施 体 制 等 を あ ら か じ め 通 知 す る も の と す る 。

　 ︵ 監 査 等 の 証 拠 入 手 ︶

第 十 二 条 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 の 結 果 を 形 成 す る た め 、 必 要 な 監 査 等 の 証 拠 を 入 手 す る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 等 の 証 拠 を 評 価 し た 結 果 、 想 定 し て い な か っ た 事 象 若 し く は 状 況 が 生 じ た 場 合 又 は 新 た な 事 実 を 発 見

し た 場 合 に は 、 適 宜 監 査 等 の 手 続 を 追 加 し て 必 要 な 監 査 等 の 証 拠 を 入 手 す る も の と す る 。

　 ︵ 各 種 の 監 査 等 の 有 機 的 な 連 携 及 び 調 整 ︶

第� 十 三 条 　 監 査 委 員 は 、 各 種 の 監 査 等 が 相 互 に 有 機 的 に 連 携 し て 行 わ れ る よ う 調 整 し 、 監 査 等 を 行 う も の と す る 。

　 　 　 第 四 章 　 報 告 基 準

　 ︵ 監 査 等 の 結 果 に 関 す る 報 告 等 の 作 成 及 び 提 出 ︶
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第� 十 四 条
　
監 査 委 員 は 、 財 務 監 査 、 行 政 監 査 及 び 財 政 援 助 団 体 等 監 査 に 係 る 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 を 作 成 し 、 議 会 及 び 管

理 者 に 提 出 す る も の と す る 。

２ 　
監 査 委 員 は 、 前 項 の 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に つ い て は 、 当 該 報 告 に 添 え て そ の 意 見 を 提 出 す る こ と が で き る と と も に 、

当 該 報 告 の う ち 特 に 措 置 を 講 ず る 必 要 が あ る と 認 め る 事 項 に つ い て は 勧 告 す る こ と が で き る 。

３
　
監 査 委 員 は 、 例 月 出 納 検 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 を 作 成 し 、 議 会 及 び 管 理 者 に 提 出 す る も の と す る 。

４
　
監 査 委 員 は 、 決 算 審 査 及 び 資 金 不 足 比 率 審 査 を 終 了 し た と き は 、 意 見 を 管 理 者 に 提 出 す る も の と す る 。

　
︵ 監 査 等 の 結 果 に 関 す る 報 告 等 へ の 記 載 事 項 ︶

第� 十 五 条 　
監 査 等 の 結 果 に 関 す る 報 告 等 に は 、 原 則 と し て 次 に 掲 げ る 事 項 そ の 他 監 査 委 員 が 必 要 と 認 め る 事 項 を 記 載 す る も

の と す る 。

　
一
　
こ の 基 準 に 準 拠 し て い る 旨

　
二
　
監 査 等 の 種 類

　
三
　
監 査 等 の 対 象

　
四
　
監 査 等 の 着 眼 点 ︵ 評 価 項 目 ︶

　
五
　
監 査 等 の 実 施 内 容

　
六
　
監 査 等 の 結 果

２ 　
前 項 第 六 号 の 監 査 等 の 結 果 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 監 査 等 の 種 類 に 応 じ て 、 重 要 な 点 に お い て 当 該 各 号 に 定 め る 事 項 が

認 め ら れ る 場 合 に は そ の 旨 そ の 他 監 査 委 員 が 必 要 と 認 め る 事 項 を 記 載 す る も の と す る 。

　
一 　
財 務 監 査
　
前 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で の 記 載 事 項 の と お り 監 査 し た 限 り に お い て 、 監 査 の 対 象 と な っ た 事 務 が 法 令 に

適 合 し 、 正 確 に 行 わ れ 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 を 挙 げ る よ う に し 、 そ の 組 織 及 び 運 営 の 合 理 化 に 努 め て い る こ と 。

　
二 　
行 政 監 査
　
前 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で の 記 載 事 項 の と お り 監 査 し た 限 り に お い て 、 監 査 の 対 象 と な っ た 事 務 が 法 令 に

適 合 し 、 正 確 に 行 わ れ 、 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 を 挙 げ る よ う に し 、 そ の 組 織 及 び 運 営 の 合 理 化 に 努 め て い る こ と 。

　
三 　
財 政 援 助 団 体 等 監 査
　
前 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で の 記 載 事 項 の と お り 監 査 し た 限 り に お い て 、 監 査 の 対 象 と な っ た 財

政 援 助 団 体 等 の 当 該 財 政 的 援 助 等 に 係 る 出 納 そ の 他 の 事 務 の 執 行 が 当 該 財 政 的 援 助 等 の 目 的 に 沿 っ て 行 わ れ て い る こ

と 。

　 四

 

　 決 算 審 査 　 前 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で の 記 載 事 項 の と お り 審 査 し た 限 り に お い て 、 決 算 そ の 他 関 係 書 類 が 法 令 に 適 合

し 、 か つ 正 確 で あ る こ と 。

　 五

 

　 例 月 出 納 検 査 　 前 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で の 記 載 事 項 の と お り 検 査 し た 限 り に お い て 、 会 計 管 理 者 の 現 金 の 出 納 事 務

が 正 確 に 行 わ れ て い る こ と 。

　 六

 

　 資 金 不 足 比 率 審 査 　 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 が 法 令 に 適 合 し 、 か つ 正 確 で あ る こ

と 。

３ 　 第 一 項 第 六 号 の 監 査 等 の 結 果 に は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 監 査 等 の 種 類 に 応 じ て 、 重 要 な 点 に お い て 当 該 各 号 に 定 め る 事 項

が 認 め ら れ な い 場 合 に は そ の 旨 そ の 他 監 査 委 員 が 必 要 と 認 め る 事 項 を 記 載 す る も の と す る 。

４ 　 監 査 委 員 は 、 是 正 又 は 改 善 が 必 要 で あ る 事 項 が 認 め ら れ る 場 合 、 そ の 内 容 を 監 査 等 の 結 果 に 記 載 す る と と も に 、 必 要 に

応 じ て 、 監 査 等 の 実 施 過 程 で 明 ら か と な っ た 当 該 事 項 の 原 因 等 を 記 載 す る よ う 努 め る も の と す る 。

　 ︵ 合 議 ︶

第 十 六 条 　 監 査 等 の う ち 、 次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 監 査 委 員 の 合 議 に よ る も の と す る 。

　 一 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 ︵ 財 務 監 査 、 行 政 監 査 及 び 財 政 援 助 団 体 等 監 査 に 係 る も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ︶ の 決 定

　 二 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 添 え る 意 見 の 決 定

　 三 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 係 る 勧 告 の 決 定

　 四 　 決 算 審 査 に 係 る 意 見 の 決 定

　 五 　 資 金 不 足 比 率 審 査 に 係 る 意 見 の 決 定

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 の 決 定 に つ い て 、 各 監 査 委 員 の 意 見 が 一 致 し な い こ と に よ り 、 前 項 の 合 議 に よ り

決 定 す る こ と が で き な い 事 項 が あ る 場 合 に は 、 そ の 旨 及 び 当 該 事 項 に つ い て の 各 監 査 委 員 の 意 見 を 議 会 及 び 管 理 者 に 提 出

す る と と も に 公 表 す る も の と す る 。

　 ︵ 公 表 ︶

第 十 七 条 　 監 査 委 員 は 、 監 査 を 実 施 し た 監 査 委 員 全 員 の 連 名 で 次 に 掲 げ る 事 項 を 公 表 す る も の と す る 。

　 一 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 の 内 容

　 二 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 添 え る 意 見 の 内 容

　 三 　 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 係 る 勧 告 の 内 容

　 ︵ 措 置 状 況 の 公 表 等 ︶

第� 十 八 条 　 監 査 委 員 は 、 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 の 提 出 を 受 け た 者 及 び 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 係 る 勧 告 を 受 け た 者 に 、

期 限 を 定 め て 、 措 置 状 況 の 報 告 を 求 め る も の と す る 。

２ 　 監 査 委 員 は 、 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 の 提 出 を 受 け た 者 及 び 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 に 係 る 勧 告 を 受 け た 者 か ら 、 措 置

の 内 容 の 通 知 を 受 け た 場 合 は 当 該 措 置 の 内 容 を 公 表 す る も の と す る 。

　 ︵ 公 表 の 方 法 ︶

第 十 九 条 　 こ の 基 準 に お け る 公 表 は 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 報 へ の 登 載 に よ り 実 施 す る も の と す る 。

　 　 　 第 五 章 　 委 任

　 ︵ 委 任 ︶

第 二 十 条 　 こ の 基 準 に 定 め る も の の ほ か 、 監 査 等 の 実 施 に 当 た り 必 要 な 事 項 は 、 別 に 定 め る 。

　 　 　 附 　 則

　 ︵ 施 行 期 日 ︶

１ 　 こ の 基 準 は 、 令 和 二 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　 ︵ 適 用 の 特 例 ︶
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２
　
こ の 基 準 は 、 令 和 二 年 度 以 降 の 監 査 計 画 に 基 づ き 実 施 す る 監 査 の 実 施 に 係 る 手 続 等 に つ い て 適 用 す る 。

３
　
こ の 基 準 施 行 の 際 、 現 に 策 定 さ れ て い る 令 和 二 年 度 の 監 査 計 画 に つ い て は 、 こ の 基 準 に よ り 策 定 さ れ た も の と み な す 。

　
︵ 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 事 務 処 理 規 程 の 廃 止 ︶

４
　
名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 事 務 処 理 規 程 ︵ 昭 和 四 十 六 年 監 査 委 員 規 程 第 二 号 ︶ は 、 廃 止 す る 。
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